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は　　じ　め　に

　本稿の課題は，敗戦後問もない日本資本主義が，国家権力を動員しながら ，

荒廃した生産力基盤をいかに整備 ・拡充Ｌていったかということを明らかにし

ようというものである。この課題に応えるためには，財政投融資の動向を明ら

かにすることが基本であるが，その前提として，まず第　に，この期におげる

生産力基盤の実態を把握することが大切である。つまり ，当時におげる蓄積隆

路がどこにあり ，これを如何に打開するかということが，独占資本の蓄積論理

だからである。それはまた，財政投融資を行うべき指針として経済復興計画や

地域開発計画として具体的に現れてくるからである 。

　ところで，危機の時代における復興計画や全国的な地域計画は，独占資本の

蓄積論理だげでなく ，国家物神性を利用しながら，被支配階級に対する慰撫政
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策としても展開されることがある。従って，各計画を分析する際には，その点

の検出もまた重要た課題となる 。

　以上のような問題意識にもとづきながら，敗戦から昭和３０年頃までに至る時

期に，アメリカ帝国主義の支配下において目本独占資本がどのような国家計画

のもとに生産力基盤の整備 ・拡充を図っていったかを本稿は検討してみたもの

である 。

第一節　工業生産力の回復に関する諾問題

　中国及ぴ東南ア ：■ア市場の独占的支配という目本帝国主義の野望は，アメリ

カ軍の沖縄占領，ソ連参戦，原爆投下，焼夷弾による国土の焦土化ということ

を直接的な契機としながらも，アメリカ帝国主義の圧倒的な生産力に裏付げさ

れた軍事力によっ て， さらには被支配地域や植民地における人民の根強い組織

的な低抗と解放闘争によっ て， 昭和２０年８月１５日に瓦解した。第二次世界大戦

は， この日のポソタム宣言受諾によっ て終結した 。

　当時の日本軍部が，非科学的な皇国史観と犬和魂による本土決戦を豪語して

も， 闘う武器は勿論のこと，食糧も軍需物資も潤渇している状況のもとでは戦

争の帰結は明白であ った。防空頭巾と竹槍でもっ てＢ２９と対決するという絶望

的戦況では，もはや勝敗の帰趨は問題ではなかった。問題は，アメリカ帝国主

義の世界支配戦略の中で，とりわけ対ソ関係で敗戦後の目本をとう位置つげる

かにあ った 。

　昭和１９年の夏から激化したアメリカ軍の空襲によっ て， 目本本土は一面の焦

土と化し，工業生産設備は破壌され，目本国民は寒さと空腹に耐え忍ぱなけれ

はならなかった。団子汁や珪藻麺に代表される食生活と焼跡のハラヅクに代表

される住生活の窮状。国民生活がかかる状況にある時，工業生産もまたその例

外たりうるものではなかった 。

　焼夷弾を中心とした空襲及び艦砲射撃などによっ て， 被害をうげた工業生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７１）
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第表工業生産設備能力の被害

業種別　単位日月年別昭和１９年末　空襲被害　 Ｂ／Ａ 　昭和２０年８月

　　　　　　　　　　　　設備能力（Ａ）　設備能力（Ｂ）　被害率　設備能力

火　力　電　気　１，０００Ｗ　年産　　２，４５０（７５０）　　７４１（７０）　３０．２　　　１ ，６８０（６８０）

水力電気　 〃　　”　　６，０７４（２８７）　　０　　０　　６
，２３３（２９９）

石油精製１，Ｏ００ｋ９　 ”　　３．７３９　　２．１６９　　５８．０　１
，４４３

銑鉄 〃〃５，７６９　一一５
，６６０

アルミニュームトソ月産１１．１００　　２．６５０　　２３．９　８
，３５０

工作機械　 〃　年産１７０．０００　　４３，Ｏ００　　２５．０　１２０
，０００

貨車輔 ”１７．０００３．０６０１８．Ｏ■自動車　台　月産　３．６００　　７５０　　２０．８　１
，８５０

硫安千トソ 年産１．６５９８９７５４．１７６２
セメソト　 〃　　〃　　１．７７９　　２．１０１　　２７．０　５

，６７８

板硝子函　月産４６８．０００　　０　　０４４３
，０００

皮　　革　トソ 　年産　７２，８１９　　　一　　ユ９，４　５８
，６９１

綿織物錘　目産１４８．７８５　２０．１２１　１３．５１２３
，７４７

毛織物台　 〃　１２
．４２５　２．１３３　１７．２１１２，６４２

洋紙 バルプ百万ポソド年産　　１．６４０　　　　９７　　　２．９　　　９５８

〔資料〕ｒ戦後経済史』（総観編），経済企画庁，第八表より 。

（原注）¢　目産，月産，年産の不統一は換算による不正確をさけ，各調査担当局の報告したことによる 。

　　　　１９年末設備能力より被害設備能力を差引いたものは必ずしも終戦時設備能力と一致しないが，これは

　　　この間他の原因により能力に変動を来したものである 。

　　＠　経済安定本部「我国経済の戦争被害調査」による 。

設備の状況は次のように報告されている 。

　第　表を見ると，石油精製施設の５８バーセソトをはじめ，火力発電の３０バー

セソトといった高い被害率は，エネルギー供給源の破壌によっ て戦争遂行能力

はもとより ，目本におげる工業生産力を根底から弱体化させるものであ った 。

それ以外に，真空管，自転車，硫安，コム，流毛などの都市部に立地する業種

では被害率が大きく ，工作機械やアノレミニウムを中心に，平均２０バーセソト程

度の被害があり ，産業問における有機的な連関の途絶なとを考えると，こうし

た被害が目本帝国主義の再生産構造を壊滅的状況に陥し入れたと見たして問違

いあるまい 。

　戦争末期におげる工場疎開も，戦時利潤を追求する独占資本の論理に反する

ものとして，現実には計画的に進行せず，疎開開始前に空爆されて被害を受げ

るか，疎開しても設備や機械が組み立てられないか，関連資材の不足から，生

産は再開されたい場合が多かった 。

　　　　　　　　　　　　　　（２７２）
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　このような事情を，ルキャノヴ ァ氏は次のように語っている 。

　　ｒ戦争の最後の段階には，企業と産業設備が国内の爆撃でもっとも損膓をうけにく

　い地区に疎開した関係上，軍需産業の不完全操業ははげしくな った。日本の独占資本

　家は，もっともおくれて，１９４４年の末に疎開にとりかかった。すなわち軍事行動が最

　高潮にたっして，前線の兵器需要が急逮に増大したときのことである。いうまでもた

　く ，疎開は，目本の産業資本家にとっ て， なに一つ計画らしいものもなく ，得手勝手

　に，それぞれの責任と危険負担においておこたわれた 。

　　移転にきまっ た工場がもとのところに残っていることもまれではなかった。また重

　要軍事物件でさえ，その疎開の期限がのばされたり ，あるいは取消されたりした。疎

　開した企業は，急速に再建することができず，また輸送その他の困難がましたため ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　原料供給のひんぱんた中断にたやんだ 。」

　この空襲による被害とあわせて，潜水艦攻撃による艦船の被害は海外からの

原料輸入を杜絶させた。このことによっ て， 目本資本主義の再生産規模を驚く

べきテソポで縮小させる原因とな った。次の第二表は，そのことを明白に物語

っている 。

第二表　目本における主要原料の輸入状況（終戦前）

原　　料　　名 １９４０ １９４１ １９４２ １９４３ １９４４ ユ９４５

鉄　鉱　石　（千トソ）
５， １２９ ５， ０５８ ４， ８８０ ３， ６６６ ユ， ６６８ １４４ホ

（１００．Ｏ） （９７．６） （９５ ．３） （７１ ．６） （３２ ．５） （２．８）

屑　　　　鉄　（千トソ） １， ３９１ ２０３ ３９ ２５ ７４ １
（１００ ．０） （１４ ．６） （２ ．８） （１ ．８） （５ ．４） （０ ．７）

コークス用炭　（千トソ）
３， ３１５ ３， ４１７ ４， ０２５ ２， ９３９ １， ４３５ １３４榊

（１００ ．Ｏ） （１０３ ．１） （１２１ ．５） （８８ ．７） （４３ ．３） （４．Ｏ）

原　　油　（千ノミーレノレ） ２２，０５０ ３， １３０ ８， １４６ ９， ８４８ １， ６４１ ○淋
（１００ ．０） （１４．２） （３６ ．９） （４４．６） （７．５） （０）

ボーキサイト　（ト　 ソ） ２８０，１８９ １４６ ，７１１ ４５０，１３４ ８２０，５３４ ３４７，３３５ １， ８００

（１００．Ｏ） （５２ ．３） （１６０ ．８） （２８２．５） （１２３ ．８） （０．６）

石　　　　炭　（千トソ） １０，１２３ ９， ５８５ ８， ７４８ ６， ０２９ ３， １３５ １８８榊

（１００．Ｏ） （９４．５） （８６ ．１） （５９ ．２） （３４．５） （１ ．９）

（出所）　Ｊ ．コーヘンｒ戦時戦後の日本経済」，大内兵衛訳，岩波書店，上巻，第二阜の諸所より作成 。

　　　 “第一四半期。淋前半年。『日本における資本主義の発達（全）』，東大出版，昭和３３年，３９５ぺ一ジ 。

　こうして，日本帝国主義の軍事力，とりわげその基盤となる工業生産能力は ，

ポソタム宣言受諾以前に崩壊的状況にあったのである。　Ｊコーヘソ氏の言葉

を借用しながら，戦争末期の目本経済の状況をまとめれば，次のようになる 。

　　ｒ沖縄戦の終了した頃には日本の経済組織は既に潰滅していた。軍需品の生産は戦

　時最高額の二分の一以下に減り ，それは継続的な軍事行動を支えるには足りなか っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７３）
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た。 海軍は沈められていた。空軍には油がたく ，飛行機を作るにもアノレミニウムがな
　く ，軍需工場には鋼材が欠乏して，全国民は飢えていた。抗戦の経済的基礎は破壌さ
　　　　　　　２）
れていたのである 。」

　目本帝国主義は敗北した。しかし，日本の資本主義体制そのものは崩壊せず ，

目本を占領したアメリヵ軍によっ て維持された。極論すれぼ，日本独占資本は ，

資本主義体制を維持するために，ポソタム宣言を受諾したのである。従って ，

資本＝賃労働関係を基底とする資本主義的生産諸関係は維持され，資本制生産
　　　　　　　　　３）
は続行されたのである 。

　げれども，戦後目本資本主義の出発は決して容易ではたかった。国民の大多

数は焼野原で荘然とし，かつまた飢えと寒さにおびえていた。とりわげ戦災者

第二表　終戦前後期における主要物資生産高推移

品　 目単位１・…ｌ１・・１ｌ１…１・… 　１… 　１・・・・…

石炭千トソ５６
．３１３５６．４７２５３．５４０５５．５００５２．９４５２９．８８０２０，３８２

発電電カ量百万ｋＷｈ３４．６８３３７．６６０３７．４６４３８．６２４３７．０９８２３．１８１２９ ，０６１

銑鉄千トソ３
．５１２４．１７３４．２５６４．０３２３．１５７９７７２０３

工作機械　台　
５８．０８８４６．０５８５０．８３３６０．１３４５３．８４４７．３１６４，７９１

硫安千トソ１
．１０９１．２４２１．１４６９６６７１２２４３４７０

セメソト　 〃　６
．０８５５．８４８４．３６４３．７７６２．９６２１．１７６　９２９

　　　　　　　　　　　　 ・）　　 ・）　　 ｂ）　　 ｂ）　　 ｂ）　　 ・）　　 ｄ）
トラ ック台３８

．０５６４６．３８９３１．７３９１９．４９３２１．５４６５．４８２１４，０５９

貨車 〃９
．９１４７．４４８６．４２７６．５７０６．４３６８９７１ ，１６２

鋼船（百ｔ以上）Ｇ／Ｔトソ３０７．１６１２４１．０９０２９３．０５９８００．５３５１ ，７３０．３８８６０７．５７５１１－５７２

純　　綿　　糸　千ポソド　８２４．７９６５７４．９０６２６１．３５８１７２．０７６　１０２．７６３　４３．４７４１２８，０５６

綿織物百万ヤード２．６２４１．３２９１．１００１．０８３１８０５５２４２
　　　　　　　　　　　　 ｅ）　　 ｅ）　　

ｅ）

　　米　　　千石　
６０．８７６５５．０８６６６．７７４６２．８８７５８．５５９３９．１４９６１，３８６

　　　　　　　　　　　　ｆ）　　ｆ）　　ｆ）

小　麦 〃１３
．０９６１０．６６５１０．１１８７．９９０１０．１１１６．８９２４，４９６

味　　　嗜　千貫１５０．２２１１１７．７２７１２８．０６０１４０．２２６１２９．６７９７７．４９５６９．８８７
　　　　　　　　　　　　９）　　９）
総漁獲高百万貫　

１．

１０６１ ．１１９ 　９８５ 　９０９ 　６８６ 　４８４ 　５９１

〔資料〕数字の大部分は『日本統計年鑑』（昭和２９年，総理府統計局）による 。

　　 ａ）は「日本戦争経済の崩壊』（アメリカ合衆国戦略爆撃調査団，正木千冬訳）の付表Ｃ一ユ５７より算出 。
　　 ｂ）は『朝日経済年史』（昭和２０．２１年版，朝日新聞杜）の「大型トラック生産高」（２１３ぺ一ジ）より算出 。
　　 ｃ）は『朝日経済年史』（昭和２２年版，朝目新聞杜）の「主要物資生産局調」（２１３ぺ一ジ）による 。
　　 ｄ）は『目本統計年鑑』（昭和２４年，総理府統計局）の「重要物資生産高」（３３５ぺ一ジ）による 。
　　 ｅ）は ａ）の付表Ｃ一ユ９６により ，１トン・目６石として換算 。
　　ｆ）は ａ）の付表Ｃ－１９６により ，ユトン冒７．３石として換算。
　　９）はｄ）の１５４表（２４９ぺ一ジ）による 。

　　　　　　　　　　　　　　（２７４）
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や海外からの引揚者の生活は極度に悪か った。この食糧難と住宅難は国民生活

を耐え難いまでにしていた。衣料や医薬品をはじめ生活資料は全く不足してい

た。 しかし，資本家階級による不当な戦時利得や隠匿物資による利得の確保は ，

戦後における生産再開を遅らせることにな った 。

　耐乏生活に喘ぐ国民の不満は，体制的危機を惹起しそうであ った。生産は早

急に再開されねばならなか った。とはいえ，こうした国民の不満に応えるべき

諾資材とそれを作り出す生産設備は被爆しているか，戦時中の酷使によっ て老

朽化していた。海外からの輸入杜絶は原料調達も満足には出来なかったし，戦

後イソフレーショソは資本家をして闇販売と物資の隠匿に走らせ，運輸手段も

占領軍の調達と貨物車両の老朽化で思うようにはならなかった 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　使い古された既存の設備と限られた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　原料をもっ てする工業生産は遅々とし

１９４７ １９４８ １９４９　　１９５０ １９５１

２７，２３４ ３３ ，７２６ ３７，９７３ ３８，４５９ ４３ ，３１２

３２，５５５ ３５ ，５７９ ４０，９７６ ４４，８９０ ４７，７２９

３４７ ８０８ １， ５４９ ２， ２３３ ３， １２７

５， ５４４ ８， ０５１ ６， ６８０ ４， ０３９ ９， １３９

７２１ ９１７ １， １８２ １， ５０２ １， ５９４

１， ２３７ １， ８５９ ３， ２７８ ４， ４６２ ６， ５４８

ｄ）

９， ２６０ １５，２４８ ユ７，７１２ １７，５７６ ２２，６３３

１， ０４３ ５， ７２１ １， ８２８ ２， ３５４ ６， ６０２

６４，０９４ １６３ ，３０８ １５９ ，０６５ ２２７，０１４ ４４２，８３５

２６６ ，３７６ ２７３，３９４ ３４５，８７８ ５！７，７１５ ７１０，６２３

６６２ ９２４ ９８５ １， ５４２ ２， １７９

５８，６５２ ６６ ，４３９ ６２，５５３ ６４，３３９ ６０，２７８

５， ６００ ８， ８１８ ９， ５２８ ９， ７７８ １０，８８５

５０，２６４ ９４，４６８ ９４，０９０ ６６ ，５１０ ８２，７７８

６２５ ６８８ ７４９ ８７０ １， ０３６

　て進まなかった。終戦前後数年問にお

　ける主要物資の生産量は次の第三表の

　ようにな つている 。

　　１９４０年と１９４６年における工業生産量

　を比較してみるとエネ ノレギー部門では

　石油部門が潰滅したのをはじめ，石炭

　生産でも半減したが，発電電力量は若

　干の減少にとどまっ た。 また重化学工

　業部門では，銑鉄生産，工作機械生産

　をはじめ，ほとんどの生産部門におい

　て１割にも足らない生産量でしかない 。

　　こうした状況は，国民に耐乏生活を

　余儀なくさせたが，同時に独占資本の

　蓄積にとっ ても，その物質的基盤かこ

　のような状況ではいかんとも致し方な

　か った。独占資本の蓄積運動は，アメ

（２７５）
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リカ進駐軍の体制維持のもとで早急に開始しなげればならたかった 。

　ところが・アメリカ帝国主義は，目本をみずからの市場として位置づげ，過

去において経済的な競争相手であった目本独占資本（財閥）の力を決定的に弱体

化させ，日本をぼ当面半植民地として支配しようと意図していた。従って，輸

出入の制限をはじ。め，軍需工場の解体，賠償用としての諸機械設備の撤去等々
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
によっ て， 工業生産力を低下させる政策をとっ た。 かくして，目本独占資本と

しては・国内諾資源を開発し，残された設備や資材を有効に利用するという形

態で，拡大再生産への緒を求めざるをえなかったのである 。

　戦後問もない昭和２１年３月に，外務省調査局特別調査委員会は，「日本経済

再建の基本間題」という報告をしており ，国土の開発について，次のように述

べている 。

　　ｒ未利用資源ノ開発，資材ノ活用及ビ節約，耕地ノ 集約的使用等ガ徹底的二行ハレ

　不ハナラナイ　　耕地二対スル農民ノ過剰 ヲ解消 ン農業経営二適正観模ノ耕地面積ヲ

　与へ子ハナラナイ。即チ農村カラ過剰人ロヲ抽出スルコトカ必要テアルカ抽出サレタ

　人ロハ主トシテエ業二向 フ以外二赴クトコロヲ持タヌ デアロウ。斯クテ目本経済ノエ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　業化ハ経済民主化二具体的根拠ヲ与ヘタルタメニ不可欠トセラレノレ。」

　一面の焼野原にバラックが建ち並び，戦災者や海外からの引揚者で澄れてい

る大都市では，まさしく餓死者が出るほどの食糧危機に直面していた。そうし

た状況にあるとき，農村からの過剰人口を都市に排出させようとする目本再建

の方向は，全く現実性を欠くものであ った。むしろ人口は食糧を求めて農村へ

還流するか，疎開先で停滞しているかであ った。それにもかかわらず，都市に

おげる工業化を目本経済の民主化という視点から捉える立場は，戦前におげる

目本資本主義の基底にあった半封建的零細隷農民をめくる経済的諸関係と苦汗

的低賃金労働制度を打破するという点からみれぱ，一定の進歩性をそれなりに

持っ ていたと言えよう 。げれども，かりに目本経済の民主化という立場から工

業化政策が主張されたとしても，アメリカ進駐軍の武力によっ て資本主義体制

が緯持される限りにおいては，つまるところ都市における工業化は目本独占資

本の復活を意味することは明らかであ った 。

　この点では，戦後目本におげる工業をどのように発展させるかにかかわ って

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７６）



　　　　　　　戦後期におげる目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　２７

二つの道が提起されていたとみてもよいであろう 。その一つは，経済民主化を

推し進める進歩的立場からのものであり ，他方は資本主義体制そのものを維持

する方向からの工業化であ った。工業化はそれ自体は，民主化でも資本主義体

制維持でもない。また，ここに言うｒ民主化」カミ，歴史的発展という視点から

のものであ ったか，それとも単に「独占解体」という程度のものでしかなか っ

たのか，その点も疑間である。しかし，農地改革と関連させながら工業化を意

図していたことは確かである 。

　だが，現実の経済過程においては，かかる間題は十分に展開されないままに

進行した。即ち，重化学工業を中心とした目本資本主義の再生産軌道は，戦時

中における生産設備の酷使や戦災にあって潰滅的な状況にあり ，やっと使用に

耐える生産設備があ っても，電力，石次といった生産のためのエ不ルキー基盤

や原料資源，そして輸送手段の老朽 ・荒廃化によっ て， 十分な生産を行うこと

は出来ない状況にあったからである 。

　こうした工業生産力の状況を踏まえるならば，目本独占資本主義は，早急に

生産力を回復するための諸条件を改善し，拡大再生産軌道を確立しなげれぼ ，

資本蓄積を行うことは不可能であ った。にもかかわらず，占領体制下にあ って

は， この工業化もひとり目本独占資本の蓄積論理をそのまま貫徹させることは

出来なかったのである 。

　本格的に工業生産力の回復政策がとられ，縮小再生産から拡大再生産への軌

道が敷かれるようになったのは，昭和２３年以降においてアメリカ帝国主義の対

目占領政策が転換してから後のことである 。

　そこで，われわれとしては，昭和２３年頃迄の工業生産力の基盤状況がとのよ

うなものであ ったか，とりわけ電力，石炭，輸送手段などの状況とそれらの復

旧政策についてみておくことにしよう 。

　まず，電力生産の面では，「戦時中の補修不完全，戦災，老朽設備等の原因

の外に，建設当初の認可出力に無理があ った事及ぴ適正炭の入手困難と貯炭不

　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
足に依る適正混次の不能が主要な原因」とな って，火力発電所の出力は低下し

ていたし，水力発電についていえば，「戦時中の酷使と補修の不完全，戦後の

　　　　　　　　　　　　　　　　（２７７）



２８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
資材資金不足に依る補修困難等の為に事故が頻発し発電機の焼損」が多いため

に発電量は低下せざるをえなかった 。

　戦後問もたい昭和２１年１１月２４日の朝目新聞は，次のように伝えている 。

　　　「夏ごろから赤信号のあがっていた電力危機は１ ，２月の渇水期を前に早くも北海

　道をのぞく全地区で各変電所毎に随意スイ ッチを切るという緊急制限実施となり ，最

　悪の事態となってきた。その上電産争議はこの危機突破をめぐっ てスト準備が伝えら

　れている。商工省電力局では去る１０目から３段（重点産業１割，一般産業３割），つ

　いで１７目からは最後の切札とされる第５段の制限で鉱業，肥料，製粉，通信，放送 ，

　ヵス，水道事業のようた最重点産業にも１割，その他の重点産業は２割，一般産業は

　５割（いずれも７ ，８月中の月平均使用電力量基準），家庭用，電熱，電力，その他

　一般業務には９月使用量の２割という最強度の制限を実施してきたが，たお節電の効

　果はあがらず，電力の需給事情はすこしも好転していない。」

　この深刻な電力危機に際しても，独占資本が支配している重点産業には，優

先的に送電されている。しかし，昭和２１年末には，原料および第一次エネ ノレギ

ー源である石炭採掘，食糧増産のための肥料生産，輸入小麦の製粉，そして公

共的かつ公益的な諸事業に対してさえも節電せねはならたい状況であ った 。

　こうした状況は翌年も続いている 。

　　　「昨年末から今年初めにかげて水力電気の渇水による出力減少と，これを補うべき

　火力発電が石炭不足と設備の劣化によっ て， 能力を出すことが出来たいために，未曽

　有の電力飢饅を招来し，特に火力発電に依存することの大きい西目本では電力の制限
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
　が生産阻害の最大原因としてあげられるにいたったのである 。」

　昭和２３年も電力危機の状況は続いた 。

　　　「電力については，各地に補修不足による発電所の事故が続出し，更に８月頃から

　異常な渇水に見舞われ，中国，四国，九州の渇水は特に甚しく平年の僅か２分の１と

　なり ，全国的にみても河川の水量は平年に比して９月８７劣，１０月８３％，１１月７７％ ，

　１２月８８劣と，そのまま冬の渇水に接続する結果とな った。これに加えて秋の台風が関

　東，東北を襲い，６７ケ所の水力発電所に甚大た被害を与え，逆に九州地区にはほとん

　ど降雨がなかったことは水力発電力の低下を一そう深刻に一した。このために生じた供

　給力の不足を火力発電によっ て補うため，発電用石炭の割当を相当に増加したのであ

　るが，現物の入手状況の悪いせいもあ って，発電所の石炭は依然不足をつづげ，又戦

　災と酷使と補修不足によっ て低下した火力設備の能力は炭質の低下によっ て益々 劣化

　し，火力の増強が意の如くならたかったため，８月以降の発電電力量はおおむね冬の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７８）



　　　　　　　戦後期における目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　 ２９

　渇水期の水準あるいはそれ以下に止まっ たのである 。…… 電力使用の制限も思うよう

　にゆかなかったために，需給のバラソスが全く崩れ，しきりに緊急停電が行われ，家
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　庭も工場も未曽有の電力飢饅に襲われたのである 。」

　昭和２３年１１月，かかる事態に対処するため，政府はｒ電力危機突破対策要

綱」を定め，「資材，資金を石炭に準じて優先的に取扱い，発電所の復旧修理 ，

火力用炭の確保，白家発電の動員等に努め，又危機突破の電力節約運動を展開

し同時に従来の不合理な実績主義による制限方法を改め，産業計画及び燃料計

画に対応して電力を重点的かつ合理的に使用せしむるために１２月から新たに電
　　　　　　　　　１０）
力割当制を実施した。」のである 。

　電加こかんしては，まさしく近代工業の基本的エネ ノレギーであり ，資本制生産

の物質的基礎をなすものである。したが って，　般家庭や非基幹産業には低圧

送電や停電といった措置をとりながら，独占資本本位の配電を行ったのである 。

　次に，当時においては重化学工業の原料であり ，エネ ノレギー源であ った石炭

の生産状況についてみておこう 。

　昭和２２年度のｒ経済実相報告書』では，以下のような報告がなされている 。

　　　ｒ終戦以来，石炭の生産は激減し，終戦の年の１１月には５５万４千トソとなり ，昭和

　１０～１２年の平均に比べれぽ実に１６バーセソトまで低下した。その後次第に回復し，昨

　年５月には１７０万斑，１１月には２００万鹿に達したが，その後の生産増加は思わしくなく

　１２月２１７万殖，本年１月２０１万蒐，２月２０３万蓮，３月２２５万蓮，４月２０８万睡，５月２１０

　万鹿であり ，月産２５０万蓮，年産３千万蓮の水準に達するには，一層の努力が必要で
　　１１）

　ある
。」

　戦後におげる石炭増産対策は，終戦直後から展開されている。すなわち，昭

和２１年１２月１０目には，衆議院で「石炭増産に関する決議」をあげ，同月２８目に

は閣議で「石炭増産のための食糧措置」の説明が和田農相よりなされ，炭鉱の

職場増配を決定した。いわゆる「特配」である 。

　石炭増産を基軸とする「傾斜生産方式」は昭和２２年１月より発足した。その

間の事情は次の文章が説明している 。

　　　「炭鉱に対しては鉄鋼，セメソト等の資材，資金，労務者用の生活物資，住宅等の

　乏しきを割いて，極端た傾斜方式がとられた。即ち鋼材，セメソト等は，他部門が平

　均して最低需要の２割乃至３割の配当しか受げられなかったにもかかわらず，石炭部

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７９）
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　門に対しては需要の８割乃至９割が割当てられ，しかもその現物化率も極めて良好で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ２）
　あ った。産業資金においても他産業に優先して石炭には特別の措置が講ぜられた。」

　　　「また労務者用の生活物資については一般国民が遅配，欠配のため苦しんでいると

　きも，炭鉱には労務者およびその家族に対する加配米も含めて配給はほぽ確保せられ

　た。たお炭鉱住宅の建設のためには昨年（昭和２２年一杉野）上半期の全国住宅建築計
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
　画１３万戸の約４分の１が振向げられたのであ った 。」

　こうした状況に加えて，採炭は切羽遊休時間の有効利用という目的で，１目

３交代２４時問制がとられ，昭和２２年末から石炭生産量は次剃こ増加し，同年１２

月には出次量は２９５万トソに達し，昭和２２年度実績で，２９３０万トソの出炭量を

みることにた った。昭和２３年度も，この傾斜生産方式は続行され，出炭実績は

やっと３，５００万トソ近くまで接近した 。

　石炭増産の一定の拡大は，その結果として鉄鋼業をはじめ関連諾産業におい

ても生産拡大の方向をとらせることとな った。それと同時に新しい別のネ ヅク

が顕在化してきた。即ち，ｒ出炭の増加および生産水準の上昇につれて，輸送
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
の行きつまりが生産阻害の第一の原因として挙げられるに至った。」のである 。

　工鉱業生産活動の漸次的回復にともな って，輸送上の隆路が顕在化しはじめ

てくる。ここでは，直接工業立地に関係しないげれども，工鉱業の生産活動に

とっ て不可欠た鉄道輸送が，終戦直後においてとのような状況にあ ったのかを

みておこう 。

　昭和２２年８月に出された『国鉄白書』は，次のように述べている 。

　　　ｒ戦争中の酷使や空襲被害，敗戦後の負担過重と保修用資材の極端な不足等に原因

　して，その状態は著しく低下した。進駐軍専用車や極く小数の新車を除いては，戦前

　のような完全た車は皆無に近く ，又 レーノレは磨耗し，枕木は腐って線路は所々に欠陥

　を生じ，戦災した施設はほとんど未復旧のままになっている 。

　　国鉄の財政，また国家の財政，国民の家計とその軌を一にし，創始以来６０％台を上

　下して，どうやら黒字を示していた営業収入に対する営業費の割合は，昭和１６年度以

　降次第に悪化し，遂に２０年度は１２７劣，２１年度は１６６刎こ達し，２２年度では，今回の２

　倍半の値上げを見込んでも，猶且つ１２０億円の欠損が予想され，まさに国鉄財政は破

　局的赤字を現出するに至った 。

　　国鉄は，まさに危機に直面している。疲弊し切った車両と荒廃した施設にむちう

　ち，破たん的赤字財政に苦しみながら膨大な輸送量を背おってあえいでいるというの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８０）
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　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
　が，国鉄の偽らざる現状である 。」

　以上の文章は，いわば国鉄自体の窮状を明らかにしたものであるが，貨物輸

送量を数字の上でみると，次のような文章がある 。

　　　ｒ終戦によっ て， 貨物輸送量は激減し，昭和二十年度下半期各月の輸送魅数は夫々

　六・七百万殖前後となり ，昭和十八年度の月平均一 四八八万醜の四割，昭和十一年
　度の月平均八一五万煎に対しては八割程度に低下した。その後生産の回復にともない

　貨物輸送量も増大し，昭和二十一年度の実績は年問一億蓮，月平均八三○万斑で，昭
　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
　和十一年度の水準にほぼ一致している 。」

　戦後において，輸送量それ自体が順調に回復したということからみれば，輸

送上に大きな問題はたさそうである。しかし，貨物輸送を担う輸送手段につい

てみれぱ，国鉄の施設及び車両の現状について次のような報告がなされている
。

　　　ｒ国鉄の軌道延長は全国で約三万二千ｋｍに達し，その材料の総量は鋼材約二三○

　万雄，枕木は約七年問使用に耐えるから年々約七，八万蓮のレールと六，七百万丁の

　枕木を必要とする。過去における補修用材の消費量は昭和十四年度から激減の一途を

　辿り ，昭和十九年度，二十年度にはついに一万瞳を割るに至った。……この問におけ

　る補修用鋼材の不足量は約二五万醜と算定される。　　鉄道車両についても同じよう

　な事晴で，耐用年齢をこえた老朽車が増大し，これが総保有車数に対する割合は，機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
　関車三割，客車二割，電車二割五分，貨車二割五分に達している 。」

　こうした施設や車両の状況であってみれば，工鉱業の生産回復に対応した輸

送の確保という点でネ ックが生じても不思議ではない。昭和２２年度の輸送量は ，

１億１千２百万トソであ ったが，それでも輸送需要量の８５劣であったといわれ
　　ユ８）

ている 。

　このような貨物輸送の危機に対応して，政府は次のような方針を決定してい

る。

　　　ｒ国鉄の輸送力をこれ以上大幅に増強するためには，衰弱した施設や車両の補修に

　相当の資金，資材を投入せねぼならぬ。しかるに鉄道に対する二二年度の資材の割当

　は，普通鋼が二三万トソの需要に対し僅かにその二○％，セメソトは１３万トソの需要

　に対し三八％にすぎない。かかる情勢にかんがみて本年一月閣議において，鉄道輸送

　については石炭，電力と同様の取り扱いをたし，資材の入手，労需用物資の確保につ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ９）
　いても特別の措置を講ずる旨の方針が決定された。」

　鉄道輸送の復旧に関する内容については，次の文章でまとめておくことにし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８１）
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よう
。

　　ｒ輸送力復旧のためには，まず，施設 ・車両の復旧を急がねぱならなかった。これ

　らのうち，軌道 ・車両については，２１年末ごろまでには，列車の運転に支障のない程

　度の応急的復旧を完了した 。

　　２２年から２３年にかけては，重点は戦災復旧から輸送力増強に向げられて，車両の新

　造 ・検修 ・施設の強化がはかられた。また，イソフレに伴う労働攻勢が激しく次り ，

　そのため厚生施設の面にも力が注がれた。この時期においては，目本経済復興のため

　の輸送復興が第一義とされ，したがって工事予算も輸送要請との見合いで決定され ，

　進められた。しかし，実際には，予算よりも資材とりわげ鋼材の入手難に制約される

　ところが少たくたかった 。

　　 このように，戦後におげる建設 ・改良工事は，鉄道諸施設 ・船舶の戦災復旧，緯持

　工事が大部分を占め，改良工事として輸送力の増強と石炭の節減を目途とする，電化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
　工事および車両の増備が行われたにすぎたかったのである 。」

　われわれは，戦後目本資本主義の復興過程において，工業生産力の復旧が第

一義的に取り扱われたということをみてきた。その際，工業生産の物質的基礎

をなす電力，石炭，そして貨物輸送力等の復旧が優先的にされたが，それは

　般家庭や非基幹的産業の負担ないしは犠牲の上になされたといってもよい 。

ｒ耐え難きを耐え，忍び難きを忍んで」の復旧過程であ った。石炭産業などの

労働者に対してなされた「特配」にしても，いわぱ「労働力確保」という政策

的たものであったことも明らかである 。

　問題は，戦後問もたい時期においては，これまで見てきたように，ユネ ノレギ

ー源としての電力，石炭及び輸送上のネ ックが指摘されているだげであ って ，

「工業用地」や「工業用水」などといった工業立地因子についてのネ ックにつ

いては，なんらの言及もないということである。このことは，工場を立地させ

ようとすれぽ，それだげの用地を何処にでも見いだすことが出来たということ

であるし，用水についても大きな間題は無かったということである。しかし，

それ以上に，昭和２０年から問もないこの時期には，国民経済的再生産を行うた

めに不可欠た要素であり ，かつまた立地因子としても重要なエネ ノレギー源およ

び輸送力の危機的状況がある以上，新規の工場立地そのものが余り問題になら

なかったとも言えよう 。いうなれ１ま，戦前からの施設や機械を保全しつつ，工

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８２）
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業生産が続行されたのである 。

　工場施設そのものについては新規の建設がなかったということは，別の問題

を提起することになる。つまり ，終戦直後から旧軍用財産であった陸海軍の工

廠や造兵廠の施設や機械類がいち早く再利用され活用されてい ったということ

は十分に考えられることである。事実，それらの工場は実際に民間によっ て管
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２ユ）
理され，かつ「保全的」に再利用されていったのである 。

　これまで多くの文章を引用したがら，戦後におげる日本資本主義の復活過程 ，

とくに工業生産力の回復とそのネ ックとなっていた諸産業の復旧過程について

みてきた。国家による工業生産回復のネ ック解消政策を一口でいえぱ，資材及

び資金の特別配給（割当）制度を中心にしながら，きわめて強力に推進されたと

いうことである 。

　昭和２３年から２６年にかげては，目本資本主義の工業生産が急速に回復した時

期であ った。それはアメリカ帝国主義による極東支配戦略にもとづくものであ

り， 目本を極東における軍事工業基地へと急速に転換させる政策の延長線上に

あっ たともいえよう 。

　まず，エネルギー部門では，大巾な回復をみせ，第三表からも判るように発

電電力量は，昭和２６年段階で，対２０年比で約２倍強にも達し，石炭生産も同期

問に１．５倍の増加をみている。鉄道運輸部門においても，貨車生産量はこれま

た同一期間に８９７台から６，５４８台と７．３倍という大巾な増産をしているのである 。

　このように工業生産の基礎的素材供給部門のネ ックが解消されるにつれて ，

国民経済的拡大再生産の基底をなす鉄鋼生産量も，銑鉄生産でみるかぎり ，こ

の同一期問内に約４．５倍に増加し，そして工作機械も昭和２５年に大きく低落す

るということがあるものの，昭和２６年には９千台を超え，戦後最高の生産水準

に到達するのである 。

　また食糧増産に対応して，その肥料部門を担う硫安の生産も，昭和２５年には

６． ５倍になり ，戦後復旧の波に乗ったセメソトの生産も７倍に達しているので

ある。陸上輸送を担う普通トラ ヅクの生産は約４倍，また海上輸送を担う１００

トソ以上の鋼船はトソ数で戦後最低時（昭和２２年）の７倍になり ，鉄道輸送と

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８３）
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あいまっ て貨物輸送力の増強に大きた役割をはたすことになったのである 。

　　般の家庭生活に関連のある衣料面の生産でも，綿織物に代表されるように ，

昭和２０年の４０倍に近い量が２６年には生産されている。米穀生産もたえず６千万

石を上回り ，かつ小麦や漁獲量の倍増ともあいまっ て， 物質的には，タケノコ

生活に一応の終止符を打つことになっていくのである 。

　　１）Ｍ．ノレキャノヴ ァｒ目本の独占』，新田礼二，大月書店，昭和３０年，上巻，１５２

　　　ぺ一ジ 。

　　２）　Ｊ ．コーヘソｒ戦時戦後の目本経済』上巻，大内兵衛訳，岩波書店，昭和２５年 ，

　　　１５８ぺ一ジ 。

　　３）昭和２０年９月１０日，マッ カーサー元帥のｒ目本管理方針」声明がなされ，「目

　　　本の軍国主義の根絶は戦後の第一の目的であるが，占領軍の一の目的は自由主義

　　　的傾向を奨励することである。」として自由主義体制の緯持ということを明確に

　　　している。ｒ戦後日本経済政策史年表』（第一分冊），目本経済政策学会編，３べ

　　　 一ジ，発行年次不詳 。

　　４）昭和２０年９月２１目，アメリカ政府はマッ カーサー元帥に，日本産業解体方針と

　　　して，「目本重工業の払拭，平和経済維持に絶対必要な水準にまで目本産業活動

　　　を引下げる」等を指令した。同上窒，３へ一ソ 。

　　５）『資料戦後二十年史』２ ，有沢広已 ・稲葉秀編，目本評論杜，昭和４１年，２２ぺ

　　　 一ジ 。

　　６）三谷広信，『我国電力事業と電源開発』，国元書房，昭和２４年，３４べ一ジ 。

７）　同上，５１ぺ一ジ 。

８）『経済実相報告書』，昭和２２年度，経済安定本部，３２べ一ジ 。

９）『経済情勢報告書』，昭和２３年度，経済安定本部，１５～１６べ一ジ 。

１０）　同上，１６べ一ジ 。

１１）『経済実相報告書』，昭和２２年度，経済安定本部，３２べ一ジ 。

１２）ｒ経済情勢報告書』，前出，昭和２３年度，１２べ一ジ 。

１３）　同上
。

１４）　同上，２４べ一ジ 。

１５）『日本国有鉄道百年史』，第１０巻，目本国有鉄道，昭和４８年，１１０～１１１ぺ一ジ 。

　なお，原資料は『国鉄白書』，昭和２２年 。

１６）　『経済実相報告書』，前出，昭和２２年度，３７ぺ一ジ 。

１７）　同上，３６ぺ一ジ 。

１８）『経済情勢報告書』，前出，昭和２３年度，２４～２５べ一ジ参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８４）
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１９）　同上，２５べ一ジ 。

２０）『目本国有鉄道百年史』，第１０巻，前出，１２５～１２６べ一ジ
。

２１）旧軍用財産の転活用の実態については別稿を用意している
。

３５

第二節　経済復興計画と生産力基盤整備

　戦後日本資本主義におげる工業生産の復興にあたっては，印」節で見てきたよ

うな諸間題があ ったが，これを早急に解決するための施設として，国家政策の

策定が急がれることにな った 。

　戦後問もない昭和２０年９月２７目に，内務省国土局は「国土計画基本方針」を

指示し，同年１２月１４目には国土局長により「国土計画並二地方計画策定二関 ス

ル件」という策定要領が地方長官宛に発せられた。その内容は，「国内産業の

再建，食糧問題解決，産業構成確立，戦災都市復興，軍都軍港の転換をめざし

て・ 産業・文化，人口配分と国土経営をおこなうために基礎的諸条件の整備
，

文化厚生施設の配分，人口の地方分散，および都市計画 ・過大都市防止 ・軍都

軍港のための都市計画をもりこんだ計画をたてること，国土を数個に区分して

単位地域別に総合調整するため単位地域に関する基本方針をたてること，この

計画は２１年２月一杯でつくりあげること，および昭和２５年度を目標に復員や在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
外者の帰還を完了し，農地開発や産業復興を実現すること」というものであ っ

た。

　また昭和２１年９月には「復興国土計画要綱」，そして２２年３月２４目に「地方

計画策定基本要綱」が出される。この「地方計画策定基本要綱」は，「戦後の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
地方計画の最初の体系的な策定指導書」であると言われるもので，その内容は

次のようなものであ った 。

　　「まず，目的については，国土計画の策定の構想に即した各府県および各地方の総

　合計画を樹立し，これにより開発事業の総合運営を期するにあるとした。また，計画

　には府県総合計画と地方総合計画の二種を設げ，前者は府県もしくはそのなかの特殊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　地域を単位とし，後者は二以上の府県にまたがる地方を単位とする 。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８５）
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　このように，策定すべき総合計画をｒ府県総合計画」と「地方総合計画」の

二種にしたことは，その後におげる都府県総合開発計画と地方総合開発計画を

連想させるものがある 。

　また内務省国土局の計画内容を管見してみると，産業復興に関連する項目と

して国内産業の再建，産業構成の確立とならんで，軍都軍港の転換があげられ

ているが，特に第三の点については，旧軍用財産の転用間題が当時においてか

たり大きな関心を惹いていたものと注目しておきたい 。

　さて，昭和２２年１２月３１目に内務省が解体されると，上記の国土復興計画や地

方総合計画を策定する動きは次第に鈍化してゆき，代わってアメリヵ占領軍の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
意向にそった形で経済安定本部の活動が始まる。その具体的たあらわれが，昭

和２３年５月に出されたｒ経済復興計画第一次試案』である 。

　この『試案』では，まず「経済再建に制約条件とたるべきもの」として，次

のようた要因を挙げている 。

　その第一は，「戦争による生産設備の破壌と老朽化」であるとし，第二に

「海外依存度の高いわが国に工業原料の輸入があまりにも過少」であること ，

そして第二は，「動力及燃料の供給不足」であるとし，最後は「陸海輸送力の
　　　　　　　　５）
不足」としている 。

　この試案からも再確認できるように，工業皿地条件という点に関していえは ，

戦前から戦後にかげて，目本資本主義が縮小再生産をおこたっているような段

階においては，工業用地間題は未だ生じて来たかったのである。むしろ工業立

地条件としては，工業原料，動力及ぴ燃料，そして交通運輸手段などが拡大再

生産への阻害条件としてとらえられ，これらの諸条件の整備 ・拡充が急がれた

のである 。

　工業原料の輸入が占領軍の管理下におかれて，目本独占資本の独自的な政策

を展開しえたいとすれほ，動力及び燃料としての「石炭 ・電力」，そして鉄道

を中心とする運輸条件の整備 ・拡充ということが，この時期におげる工業立地

政策であった。従って，その内容は，工業立地条件のうち生産力基盤を整備拡

充するという政策であ った。このことは，すでに前節でもみておいたことであ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８６）
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る。

　さて，拡大再生産　般について言えは，消費財生産部門に比して，生産財生

産部門はその相対的独自性でもっ て優先的に発展しうる。しかし，消費財生産

部門からの需要関係を別間題としても，その生産力基盤が欠如しておれは，現

時点におげる生産能力を最高に発揮していくという方向でしか生産の拡大はあ

りえない。つまり ，新規の工場立地が不可能だからである。繰り返して言えば ，

生産設備が老朽化しても，その物理的耐用年数が残っている限り ，このような

過少生産という状況のもとでは価値破壌は生ぜず，その限りにおいて商品生産

は続行していくのである。けれども，動力や燃料，あるいは輸送手段とい った

生産財生産部門でも，特にこれらの基礎的諾部門が欠落すれば，諸工場は生産

を続行出来なくなるのである 。

　『経済復興計画第一次試案』でも，生産力基盤の重要性が明確に認識されて

おり ・その点がむしろ最重点目標となっているのである 。

　　　ｒ本計画では，五ケ年を前期と後期に分げ，前期にはｏ動力，輸送力のように生産

　水準の向上にもっとも隆路をなしている生産の基盤的部分へ資金と資材を案中する
。

　○輸送産業の増産と近代化を促進する。臼イソフレーシヨソ収束のために，できるだ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）　け消費財（食糧，衣料等）の供給を増加することを中心に計画した。」

　この文章の内容自体は，もう繰り返しみてきたことであるが，国家権力の動

員によっ て， 「生産の基盤的部分」へ「資金と資材」を優先的に集中させると

いう点に注目する必要があるであろう 。また，これが具体的には，傾斜生産方

式であったことも周知のことである。以下，われわれはこのｒ第一次試案』に

おいて・工業立地条件と直接に関係のある諸産業の振興がどのように計画され

ていたのか個別的に瞥見しておこう 。

　（イ）石炭。「鉱工業生産を昭和５～９年の１３０劣程度に引上げるために，石

炭は最終年度に国内生産４，４００万トソ，輸入５００万トソ，計４，９００万トソ，輸出

１２５万トソ，差引国内供給量４，７７ｏ万トソが絶対に必要な目標とた った 。

　国内生産４，４００万トソという目標は昭和２２年度の実績と比較すると ，１，４７０万

トソの増産を必要とするわげである。そしてこの出炭のうち１，２３０万トソは新

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８７）
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坑， 新区域の開発による増産に期待しなげればならないが，それが可能となる

には，直接出脚こあらわれてこない準備的段階で多量の資材と資金と労働力を
　　　　　　　　　　　　７）
投入することが必要である 。」

　ここで石炭輸入というのは，昭和２５年まではアメリカ，それ以降は中国に依

存することになっている。この計画が，昭和２５年６月に勃発したアメリヵ帝国

主義の朝鮮侵略によっ て水泡と帰したことは記憶に新しいことである。いずれ

にせよ，傾斜生産方式のもとで，石炭産業にｒ多量の資金と資材と労働力」を

投入することが国家権力によっ て計画的に意図されたということである 。

　（口）電力。「本計画の基礎をなす動カベースについては，石炭よりもかえ っ

て電カが一層の問題ともいえる。現在わが国の水力発電能力は設備出力約６００

万キ ロワットであるが，渇水期出力は僅かにその半分の３００万キ ロワットにす

ぎない。この不足が毎年渇水期におげる電力危機となって現れているのである 。

　そのため水力の電源を至急大規模に開発することとし，専ら貯水池発電所の

建設に重点をおいて，この不足を埋めることを計画した。しかし，発電所は短

期目にはなかなか効果のあらわれないものであって昭和２７年度までにや っと９３

ケ地点の発電所を完成して約９７万キ ロワットの渇水期出力を増加しうるに止ま

り， 渇水期の谷は依然として深く横たわっていることになる。一方火力発電の

方では現有火力設備を最大限に動員しえたとしても，耐用年限を超過する発電

所が相当あるため，補修に補修を重ねても，その出力にはかなりの制約をうげ
　　　　　　８）
ざるをえない 。」

　電力については，動力源として石炭以上に重視せられていること，そしてそ

の開発についてはＴ ・Ｖ ・Ａ方式にそ って「貯水池発電所の建設」が中心とな

っており ，火力発電についてはさほどの期待がかげられていないことに留意し

ておきたい。このことは，火力発電所の老朽化と石炭消費の節約ということが

背景にあったものと思われる 。

　前節では，工業生産の素材的基盤となる鉄鋼生産については検討してこなか

ったげれども，ここではその点についてみておくことにしよう 。もとより ，鉄

鋼＝鉄鋼業それ自体は特殊工業部門を除いては直接的な立地条件とはたりえな

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８８）



　　　　　　　戦後期におげる目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　３９

い。 しかしながら，生産財生産部門の，ひいては消費財生産部門までを含む全工

業部門の基礎素材を供給する特異な工業部門である。諸工業の立地が具体的に

は新規の諸施設や設備を必要とする限りにおいて，工作機械工業とあわせてこ

の鉄鋼業の動向は一剛こおける再生産に大きな影響を与える 。従って，この期

におげる鉄鋼業の発展計画をみておくことは一定の意義を有しているのである 。

　の　鉄鋼業。「鉄鋼は軍需の負担がたくなったことを考慮に入れても，なお

かつ今後，動力，輸送関係，施設の整備強化，船腹の拡充，紡績，化学繊維の

復元，化学肥料の拡充その他産業諸施設及公共施設の補修復旧や機械工業の発

展のために大量の供給を必要とする。しかしわが国の鉄鋼業は著しく原料の基

盤がぜいじゃくで，その発展は多分にアジアからの原料輸入に依存する。アジ

ァ地域の現状から推して強粘結炭，鉄鉱石，銑鉄等の原料輸入の見透しが必ず

しも楽観を許さないと思われるので，本試案では昭和２７年度の生産目標は鋼塊

３８４万トソ（基準年次の１４１％），普通鋼鋼材２３０万トソ（１０５％），普通銑１８０万ト

ソ（１４４％）にとどめざるをえたかった。しかしそれでも昭和２２年度の実績に比

べると，鋼塊は３５倍，鋼材４倍，普通銑６倍程度の飛躍的な増産を必要とす

ることにたるので，鉄鋼重点の生産方式は依然として続行せざるをえない。な

お基準年次当時には大部分鉄屠を中心とした製鋼法であ ったが，本計画では熱

管理，副産物処理等におげる銑鋼一貫作業方式の優位をみとめるとともに屠鉄
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
の世界的不足等の事情を考慮して原則として銑鋼一貫作業方式を採用した。」

　　般的に工業立地と言っても，その建設素材としての鉄鋼を確保することは

必要であり ，しかも上記の引用文が示しているように，動力，輸送関係の諸施

設の建設にも鋼材を必要とするものである。従って，この鉄鋼業の増産計画が

国家的視野から検討することが重要であったわげである。しかも，鋼材は，そ

の物理的性質からしても，諸産業の連関という関係から，動力や輸送増強の計

画を進展させることにも深くかかわっているのである。ちなみに，この計画試

案をみる限りにおいては，鋼材という素材的不足ということから，その他の諸

産業の発展もそれほど明るい見通しにたっていないことがわかる。ただ，この

時期において熱管理，副産物処理という視点から「銑鋼一貫作業方式」の採用

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８９）
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が目標方向とされていることは注目しておかなげれはならたい。つまり ，製鉄

所の近代化がこの時期から意図されていたということである 。

　ｅ　輸送手段。輸送手段については，陸と海にわげて考察する 。

　ａ　陸上輸送については，ｒ第一次試案』では鉄道輸送についてしか言及し

ていない。たお，トラ ヅク輸送が，陸上輸送の前面に登場して鉄道との競合関

係が間題になるのは，高度経済成長期以降のことである 。

　この『第一次試案』では，まず鉄道について貨車数を増加させ，貨車の運用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
効率を２８．５劣までに回復すること（基準年次のおよそ３０％）を計画化し，さらに

「鉄道輸送力増強の最も基本的な間題は非常に老朽化している線路その他の輸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ユ）
送施設を如何に整備補修するかということ」が課題だとしている 。

　げれども，戦後目本資本主義の低い生産力水準のもとでは，こうした計画で

さえも順調に進行させることは困難であ った。ｒ第一次試案』は，続げて次の

ように述べている 。

　　ｒしかし，この計画でも鋼材の生産能加こ限界があるために，十全な補強工事の実

　施を計画することはできたかった。したがって限られた資材を最も効果的に使用する

　ために新観事業としては石炭節約と能率の工場を目的とした輻嬢幹線の電化工事のみ

　を繰りあげ，他はすべて既設設備の補強に用いることとし，殊に海送との関連を考え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
　て港湾と鉱山，或は工場を結ぶ地方産業線の補強に重点をおいた。」

　戦後問もない時期においては，工場の新規章地ははとんどなかった。しかし ，

戦時中の諸施設を利用しても生産を再開し，物質的財貨の生産を増強しなげれ

ほならなかった。こうした限界的状況のなかでの生産力増強と関連した工業立

地政策としては，輸送面にかんする限り ，機関車や貨車などの車両確保および

二次ユネ ノレギーを利用する電化計画とあわせて，港湾，鉱山，工場を結ぶ地方

産業路線の補強という方針がとられたのも止むを得なかったであろう 。

　ｂ ．海上輸送，海上輸送にかかわって，必要とされた船腹保有量は，貨物船

３５４万総トソ，貨客沿岸定期船２７万総トソ，油槽船２０万総トソ，雑船１７万総ト

　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ソ， 合計で４１８万総トソとされた 。

　　「この計画で割当てられた資材の枠内では…… 貨物船及び貨客船９６万総トソ，油槽

　船４万総トソ，雑船８万４，０００総トソ，合計１０８万４，０００総トソを新造しうるにすぎず ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９０）
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戦標船，在来船を合せても，昭和２７年度末保有量は約２００万総トソにとどまる。これ

は目標に対して４８劣であるが，このうち約５２％は依然として船質劣悪な戦標船をもっ

て構成されている。海運の回復は他の部門に比較して，相当に遅れているといわねぱ
　　ユ４）

ならぬ。」

　第二次大戦の末期に画一方式によっ て増産された、戦標船（戦時標準型貨物船）

は， 設備も運航能力も劣悪たものであ った。この戦標船を中心とした海上輸送

力であってみれば，計画担当者が嘆くのも無理はない。海外資源への依存度が

高い目本資本主義にとっ てみれば，この海上輸送能力の劣悪性は，生産力増強

にとっ ての大きな隆路であ った。しかも，この昭和２３年当時においては，占領

軍より保有船腹量が規制されており ，これは日本資本主義にとっ ていわぱ喉元

を抑えられているにも等しか った。従って，もしもアメリカ帝国主義の対日占

領政策の変更カミなかったならぼ，これだけの新造船計画さえも，果たして認め

られていたかどうかは疑問である 。

　しかしなから，港湾については，かたり積極的な彩て整備計画が策定された 。

以下，年次的に，その概要をみておこう 。

　「昭和２３年度，掃海の完了，港湾の維持復旧，港湾施設の改良の着工，〔出

荷面の改善，戦標船の改装完了〕。

　昭和２４年度，港湾施設復旧の完了，港湾施設の目本側による全面的使用（神

戸および横浜の一部を除く），〔船員の厚生施設の完備による勤労意欲の向上〕。

　昭和２５年度，港湾施設改良の一部効果発揮，港湾荷役力の全面的改善 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
　昭和２６年度，右諸要因の総合的効果発揮。」

　戦時中に，日本近海および沿岸海域に投下された無数の機雷は１商船隊を含

む目本海軍の行動力を封鎖したが，戦後は海葦の復旧にとっ て大きな桂桔とな

った。東京湾，大阪湾，明石海峡などの重要海域では勿論のこと，アメリカ軍

の朝鮮戦略にとっ て大きな障害となる関門海峡や博多湾の掃海は特に急がれた

のである 。しかし，港湾荷役施設にかんする限り ，それは全く不十分な状況に

あっ た。

　「外国貿易港湾施設の減耗は戦災と補修不十分のため撤荷施設では４０％雑

　　　　　　　　　　　　　　　（２９１）
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貨施設では６０刎こ及び，現在使用中のものは進駐軍用を除けぱ，戦前の１５刎こ
　ユ６）

過ぎ」ないという状況だ ったのである 。

　以上，戦後における生産力基盤の脆弱性についてみてきたが，こうした状況

のもとでｒ理念的」とさえ言いうるような復興計画，『第一次試案』そのもの

の表現を借用すれば，「かくなるべしという強い要請をもっ て立案せられた目
　　１７）

標計画」を国家政策として遂行するとたれは，生産カ基盤以外にも多くの経済

的諸問題が生じてくるのも当然のことであった 。

　かかる諸間題の中で特に間題となったのは，再生産を続行するにあたって種

々の物質的財貨が不足している状況を反映して，これらの諸物資を海外に依存

せざるをえないということであ った。しかも海外貿易が杜絶しているのである

から，畢寛，輸入資金との関連も含めて「経済復興の遇程においてどうしても
　　　　　　　　　　　　　　１８）
ある程度の外国援助を必要とする」ということになる 。

　さらに東亜の経済的回復をみながら，イソフレの収束間題についても言及さ

れている。「外国援助を支柱に国内的努力を結集して，可及的早い時期に通貨
　　　　　　　　　　　１９）
の安定の段階的方策を実施」するといわれているのである 。

　イソフレ収束の間題に続いては，　「動力 ・輸送力不足の克服もまた焦眉の急
２０）

務」としているが，物質的財貨の生産という側面にかぎっ ての間題としては ，

次のような二点が最大の問題とされていたことに注目しておきたい 。

　「現在，実物経済面におげる最大の間題は国内的には動力 ・輸送力の問題で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
あり ，対外的には原料輸送の問題であることは異論の余地がない」と強調され

ているのである 。

　上記の幾つかの文早は，外国からの援助と海外からの原料輸入について言及

している。外国からの援助内容についてはともかく ，戦後目本資本主義の復興

に関しては，国際的諸関係を抜きにして論じるわげにはいかたいであろう 。

　第二次世界大戦の結果，世界は資本主義と杜会主義という二つの体制に分裂

した。この二つの体制は，相互に対立するかたちで世界支配戦略を展開した 。

一方ではアメリカを中心とした帝国主義諸国の同盟があり ，植民地や従属国を

政治的経済的に支配従属させると同時に，杜会主義にたいしても外的内部的に

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９２）



　　　　　　　戦後期における目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　４３

破壌かつ崩壌せしめんとする諸施策を展開した。他方，ソ連を盟主とする杜会

主義体制は，第二次大戦以後急速に高まっ た槙民地や従属剛こおける民族自立

意識と民族解放運動を支援しつつ，同時に帝国主義内部におげる労働者階級の

組織された政治的経済的諸闘争と協調しつつ，世界の杜会主義化をめざす諸施

策を展開していた。この時期は，資本主義におげる全般的危機の第二段階であ

ったと言ってよいであろう 。

　このようた世界情勢の中で，アメリカ帝国主義の対目支配戦略の変更があ つ

たのであり ，それだげに目本資本主義の復興過程におげる海外援助というのも ，

目本資本主義の独自的欲求という側面とアメリカ帝国主義の極東支配戦略の一

環であるという側面を合わせもつものてあ った。従って，目本資本主義の復興

にむげた拡大再生産軌道を早急に確立しようとすれぱ，占領軍の主力がアメリ

カ軍であったという事情から，ここでいう外国援助というのも，当然アメリカ

からの物質的 ・資金的援助を意味するものであ った。このことは明白な事実で

あると同時に，戦後日本資本主義の発展過程を理解するうえでは，重要た鍵と

なるものである 。

　さて，このようなアメリカからの物質的 ・資金的援助については，この「第

一次試案』でも，幾つかの懸念が挙げられている。それはアメリヵの占領政策

の一環としての対目援助の増加が，戦前からの「米弗地域に対して入超であり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
ポソト地域その他地域に対して出超を常態」としていた目本資本主義の貿易構

造におげる偏奇的性格を一層強めるのではないかということであ った 。

　その具体的な諸点について言及している文章を引用しておこう 。

　　　ｒ１．戦前対米輸出の約７０％を占めていた生糸の輸出が戦前程度を期待できぬこと 。

　　　 ２． 棉花，石油等の米国からの輸入は依然として減少しないこと。棉花については

　　　　輸出綿布製造のためにはやはり米綿に依存せねばたらたいこと 。

　　　３．戦前には朝鮮，台湾，仏印，シャム等から輸入していた米に代って今後相当期

　　　　問は輸入食糧の大部分を米国の小麦に期待せねぱならなくたったこと 。

　　　４．今後わが国の輸出は特に機械類に重点がおかれねぱたらないが，その輸出先は
　　　　　　　　　　　　　　２３）
　　　　東亜地域を主とすること 。」

われわれは，この引用文の背景にある政治的経済的状況として，アメリカ帝

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９３）
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国主義による目本市場支配政策と同時に，目本資本主義に対する原料の供給独

占という決定的た締め付け政策があったということ，つまり ，アメリカの余剰

農産物の強制的輸入をはじめ，ドル地域やポソド地域にたいする日本商品の販

冗禁止，アシア地域におげる輸出品目の観制及ぴ販売地域の許可制度なとの一

連の観制，それと同時にまた，目本におげる動力源および輸送力復旧拡充に必

要た資材および技術そして資金を導入させることによっ て， 経済的にも支配し

ていくことが占領政策の一環として展開されたということを知っておく必要が

あるであろう 。

　われわれは，ｒ経済復興計画第一次試験』について余りに多くの紙数を費や

しすぎたかもしれない。しかし，これが『試案』であれ，戦後における「国家

政策」として最初に策定されたものであり ，しかも当時において目本資本主義

が当面していた経済的諾問題，それに関連させたがら工業立地の諸条件の整備

や拡充に関する諸問題について言及している以上，戦後におげる工業立地問題

を検討する際には，どうしても採り上げなげればならたかったのである 。

　最後に，このｒ経済復興計画第一次試案』の基本的性格を明らかにしておこ

う。

　この点に関しては，『第一次試案』自らが述べているように，この計画は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
「資本を蓄積して再生産活動を増大させようという復興計画」であり ，「資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
主義の経済原則を無視することは許されぬ」ものであ った 。

　従って，資本主義という経済体制を前提にした復興計画であり ，その限りに

おいて国家権力を動員しつつ独占資本の蓄積をどう進めていくかという計画で

あっ たのである。それは国家独占資本主義の蓄積方式に対応した計画であり ，

ここでは，国家が最も大きな役割を果たすことになるのである。工業立地条件

の整備拡充と国家の役割との関連では，次のような文章をｒ第一次試案』の繕

論部分において見いだすことが出来る 。

　ｒ政府は統制の主体であるぱかりでたく ，自ら企業の主体となって経済再建の担い

手になる場合も起こっ てこよう 。たとえぱ９３コ地点の電源開発や四四○○万トソの出

炭を実現するための新坑，新区域の開発は私企業に委ねて，資本と資材を割当てるだ

　　　　　　　　　　　　　　　（２９４）
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　けでは実現は困難であろう 。ここに石炭国営の効果的な運用と他の重要部門への拡充
　　　　　　　　　　　　　　　２６）
　が考慮されねぱたらぬ所以が存する 。」

　ここでは動力源開発に関する国家的役割の強化や石炭国営化などを考慮すべ

きだという見解がだされている 。つまり ，電源開設には膨大な資金が必要であ

り， しかもダムの建設期問は長期にわたることが多い。電力料金を低廉に保つ

ということが前提になっているとすれぼ，その実現利潤率は極めて低いものに

なるであろう 。そのことは，新坑や新区域での開坑についても同様に当てはま

るであろう 。もし仮に，こうした事業を私的独占資本が行うとなれは，電力に

しろ，石炭にしろ，少たくとも生産価格かあるいはそれを上回る価格で供給す

ることにたるであろう 。その価格は，おそらく国際価格を大幅に上回り ，国際

的市場競争がある場合は，その価値を実現することは困難である 。また国際的

市場競争がない場合でも，原料 ・動力価格の上昇は，国内で生産される諸商品

の生産価格を上昇させるであろう 。もしそうなれば，その他の諸商品も国際競

争力を失うことになるであろう 。

　こうした諸矛盾を解決するものとして，国営化たり ，高額補助金制度が考え

られてくるのである。電源開発や石炭産業を国営化するかどうかは，全くその

時々において，独占資本にとっ てどちらが有利であるかという判断にかかって

いるのである 。

　だがしかし，この時期において電源開発や石炭産業を国営にするかどうかは ，

目本独占資本だげの意向によっ て決定できるような状況ではなかった。米軍占

領下という状況のもとで，かつまた労働者階級の生産管理闘争がやっと終息し

たような状況のもとでは，その判断はげっして容易ではたかったのである。ち

たみに電源開発株式会杜が発足したのは，昭和２７年９月にな ってからのことで

あっ た。

　さて先を急ごう 。

　今迄，われわれが考察してきたｒ経済復興計画第一次試案』を踏まえて，よ

り一層具体化したものとして，昭和２３年７月３０目にｒ経済復興計画基本方針』

が策定される 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９５）
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　この『基本方針』は，目本資本主義の経済復興政策であり ，一連の工業化政

策を内容として含むものであ った。即ち，昭和２４年から２８年までの５カ年にお

いて「生産は基礎生産部門の増加と輸出産業部門の工業化をはかるため農業生

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
産水準は基本年次の１１０％以上，鉱工業は１４５〃こ引上げることとする」とし

た。 そして昭和２７年の目標を石炭は４千４百万トソ（昭和５～９年平均３千百万ト

ソの１４１％），また鋼塊は３８４万トソ（昭和５～９年平均２７２万トソの１４１劣）とする

一方で，当面昭和２４ ・２５年度の目標は，◎イソフレの収束，安定恐慌の克服 ，

◎国際経済参加体制の確立。　動力（石炭，電力）および海陸輸送力の整備強
２８）

化」としたのである 。

　このような経済復興計画が策定されているうちに，昭和２３年１２月１８目に占領

軍総司令部より「経済九原則」が指令され，その第八原則では，「総ての重要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
国産原料並に工業製品の生産を増大する」とされていた

。

　このｒ経済九原則」は，イソフレーショ 川こ悩む戦後目本の「経済安定」を

意図したものであり ，物質的生産が一応上昇した段階では，独占的大企業の経

営健全化，資本主義的支配体制の強化をはかることを内容とするものであった 。

というのも，生産につぐ生産という生産増強一辺倒の政策の結果，諸企業にお

げる生産設備の老朽化は一層進み，減価償却の不十分さ，借入金の累積とその

膨大化が生じており ，独占企業といえども，その経営内容は必ずしも健全とは

いえたい状況にあったからである。また工業政策としては，アメリカの援助と

いう条件のもとに，戦時経済およぴ戦災によっ て破壊されたエネルギー基盤と

産業立地基盤の整備強化が強く主張されている。この点では，これまでの政策

内容と大きく変わるところはない 。

　この政策は，昭和２４年５月３０目に出された『経済復興計画委員会報告書』で

も引き継がれる 。． この『報告書』の基本目標としては，「昭和２８年度に合理的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
な経済循環が可能な自立経済を重視する」とし，　「鉱工業自体の構成について

いえぱ，重化学工業に重点を置く 。そのため電力，石炭の増産，海陸輸送力の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
強化，技術の質的向上等を重点に考える」という内容になっている 。

　この『委員会報告』に対応しながら，昭和２４年７月２目の総合国土審議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９６）
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（第５回）では，通産省電力局長によっ てｒ電源開発等に関する意見発表」がな

されている。即ち，この時期から総合国土審議会も工業立地諸条件の開発にか

んする実質的討議に入ったのである。この第５回以降，第６回（７月１６目）に

は鉄道電化と資金問題，法制定。第七回（８月６日）には，電源開発，法案起

草。 第八回（８月２０日）には電源開発，鉄道電化，特定河川開発。そして第九

回（９月３目）には，水力電源開発，鉄道電化，法制定たどという工業立地に

かんする諸間題が矢継ぎ早に審議されていくのである 。さらに第１３回（１０月２９

目）からは，国土開発法案が中心課題として取り扱われるようにたっていくの

である 。

　この総合国土開発審議会での討議内容からもわかるように，国土開発法案の

中心課題は，水力電源開発であり ，それとの関連で鉄道電化，特定河川開発 ，

化学肥料，資源開発などの間題が検討されたのである 。

　昭和２４年１０月２９日にだされた『国土開発案（仮称）要綱』によれぼ，その目

的は「国土の総合的な利用，開発及び保全を図り ，且つ，産業等の適正た立地
　　　　３２）
を促進する」こととな っている 。

　このようた経過を経て，昭和２５年５月２６目 ，「国土総合開発法」が制定され

る。 この法律の目的は，「国土の自然的条件を考察して，経済，杜会，文化等に

関する施策の総合的見地から，国土を総合的に利用し，開発し，保全し，並び

に産業立地の適正化を図り ，あわせて杜会福祉の向上に資すること」（第一条）

とな っている。この目的は，「国土開発案（仮称）要綱」とほぼ同じ目的にな っ

ており ，特に「産業立地の適正化」が共通していることに注目しておかねはな

らない。つまり ，昭和２５年の段階では，工業にかんする生産力基盤としての諸

条件が電カを除いては一応整備されてきているという事情を反映して，ここで

はｒ産業の立地」という新しい動向が指摘されているからである。それと同時

に， 「要綱」の目的とは異なる点もある。それは，「杜会福祉の向上に資するこ

と」という項目であり ，当時におげる労働者階級の生活状況を鋭く反映するも

のでもあ った 。

　即ち，戦後目本資本主義の生産力回復は，それたりの効果をあげつつあ った

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９７）
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が， その反面，失業者の増加というかたちでの経済的諸矛盾は次第に激化しつ

つあ った 。

　失業対策審議会が昭和２４年９月９目付きで，吉田首相に宛てた答申では失業

者の状況と雇用促進のための対策について次のように述べている 。

　「昭和２４年度均衡予算の実施と為替 レートの決定は，イソフレーショソの抑

制に一応の成功を収め，且つ企業の合理化を相当強力に推進しつつあるが，こ

の反面企業の人員整理，行政整理の強行等による離職者の増加，農林部門にお

げる人口吸収力の減退，闇市場の縮小等に伴い就労機会の減少と生活の窮乏化
　　　　　　３３）
を招きつつある。」とし，失業の防止と雇用の増大をはかるため，貿易の振興 ，

金融対策の実施，見返り資金の活用，産業の振興，中小企業の振興とあわせて ，

「公共企業およひ長期建設事業の拡充」をあげている 。

　ここにあげた「公共事業およぴ長期建設事業の拡充」の内容について，もう

少し詳しくみておくと，次のようになっている 。

　「前年度剰余金，補給金削減分，民問資金等により ，電源の開発，鉄道の電

イり，道路の整備，港湾の修築，災害の復旧，治山，開墾，干拓，土地改良，住

宅の建設，環境衛生の整備等経済復興の基盤の育成，国内資源の有効利用に資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
する公共事業，長期建設を拡充実施すること」となっている 。

　この一文には，戦後におげるｒ経済復興の育成」政策が，失業対策とも関連

して展開されようとしている事情が明確に表現されている。昭和２５年の「国土

総合開発法」の目的の一つになっている「杜会福祉の向上に資すること」の中

身は，まさしくこのことの成文化に他ならない。即ち，一方では生産力基盤を

整備拡充しながら目本独占資本の蓄積条件を育成すると同時に，他方では，失

業者に職を与えることによっ て， 反資本主義体制運動を抑え込むという ，いわ

ぱ一石二鳥の政策が，「国土総合開発法」となって制定されたのである 。

　　１）佐藤竺『日本の地域開発』，昭和４０年，未来杜，４２ぺ一ジ 。

　　２）　同上書，４６べ一ジ 。

　　３）　同上。

　　４）　ＧＨＱが経済安定本部の設置を許可したのは昭和２１年５月１７目である。ちたみ

　　　に同月末目，ＧＨＱは経済安定本部の設定目的に関して次のような見解を発表し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２９８）
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３０）

　　　　戦後期における目本資本主義と生産カ基盤問題（上）（杉野）　　　　　　　４９

ている。ｒ目本経済の危機は計画経済を必要とし，その解決には政府各部門が従

来の縄張り争ひ根性をすてて，重要的に協カすることが切望される。経済安定本

部はかういふ目的のために設けられるもので，内閣と同じレベルで綜合的に各省

の経済活動を拘束する」ような強大な権限をもつ機関とされている 。（昭和２１年

６月１日付，朝目新聞）

　『経済復興計画第一次試案』，経済安定本部，昭和２３年５月，１１～１４ぺ一ジ参
照。

　同上，２７べ一ジ 。

　同上，３９べ一ジ 。

　同上，４３べ一ジ 。

　同上，４５～４６べ一ジ 。

　同上，７９ぺ 一ジ 。

　同上，８２ぺ一ジ 。

　同上，８２～８３ぺ一ジ 。

　同上，８４ぺ 一ジ 。

　同上，８４～８５ぺ一ジ 、

　同上，９１ぺ 一ジ 。

　同上，１００べ一ジ 。

　同上，１３７べ一ジ 。

　同上，１３８べ一ジ 。

　同前 。

　同前 。

　同前 。

　同上，１４２ぺ一ジ 。

　同前 。

　同上，１５２ぺ一ジ 。

　同上，１５３ぺ 一ジ 。

　同前 。

　『朝目経済年史』，朝目新聞杜，昭和２３年，２４１ぺ一ジ 。

　同前 。

　後藤誉之助ｒ九原則に基く経済復興計画の構想』，政経資料調査会，昭和２４年

２月 ，２１９へ一：■。ちなみに，昭和２３年７月の閣議決定事項であるｒ経済安定十

原則」では，ｒ重要国内資源の開発増進を積極化し製造品を増加する」というこ

とが，第一原則にな っている 。

　『経済復興計画委員会報告書』（第　部，総論），昭和２４年，経済復興１、十画委員

　　　　　　　　　　　　　　　（２９９）
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　　会，１１ぺ一ジ 。
　３１）　同上，１３ぺ一ジ 。

　３２）『国土総合開発計画』，国土計画協会，昭和３８年，３８ぺ一ジ 。

　３３）　『資料２０年史』，前出，７６～７７ぺ一ジ 。

　３４）　同上，７７べ一ジ 。

第三節　特定地域総合開発計画

　昭和２５年に公布された「国土総合開発法」によっ て， 目本資本主義におげる

生産力基盤の整備拡充が，法的根拠をもっ たものとして強権的に施行しうるこ

とになる。だが，国土開発の内容は多様であり ，また杜会的生産力の発展に対

応したがら，時代と共に変化していくものである。それは独占資本にとっ て，

その時々の蓄積隆路となっている諸問題を国家権力によっ てとう打開していく

かという問題だからである 。

　さて，国土総合開発法の第二条の第三項では，「国土総合開発計画は，全国

総合開発計画，都府県総合開発計画，地方総合開発計画及び特定地域総合開発

計画とする。」とな っている。いわば，この四つの総合開発計画によっ て， 全

国におげるあらゆるレベノレの総合開発計画を策定する基礎があたえられたとい

ってよいだろう 。

　ところで，これら四つの総合開発計画の中でもっとも早く具体的に策定され

たのは，特定地域総合開発計画と都府県総合開発計画であ った。それはまさし

く戦後目本資本主義が当面している諸間題，即ち，われわれが第一節や第二節

でみてきた生産力基盤の整傭 ・拡充問題の解決こそが急務とされたからに他な

らない 。

　昭和２６年９月２２目に経済安定本部国土総合開発事務処より発表された『特定

地域指定要請地選定の基本方針及び作業概要』では，特定地域指定の選択基準

として，幾つかの基準があげられている。それらを列挙すれぱ，◎「地域の資

源的な潜在力」，◎ｒ生産力の基盤育成への寄与」，　「国家的な要請への適

　　　　　　　　　　　　　　　　（３００）
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合」たとである。それらの点について，若干の考察をしておこう 。以下は各基

準についての内容紹介である 。

　ｒ１－１．地域の資源的な潜在力

　地域が日本経済の安定と自立のために国家的に要請される数種の資源を多量

に包蔵し，且つその開発に当たって国の総合的な開発保全諸施策の実施によっ

て高度の発展しうるものを選ぶ。資源緊急度については〔次表の一杉野〕とおり
　　ユ）
とする 。」

　　　　　　　　　　　　第四表資源開発の緊要度

緊要度Ｒａｎｋ 種　　　　別 品　　　　　　　　　目

食　　　　糧 米， 麦（大小，裸麦）

Ａ ニネ ノレ ギー 水カ発電，石炭

木　　　　材 用　　　　材

其他食糧 甘藷，馬鈴薯，大豆，菜種等油脂作物

水　　　　産

畜　　　　産
／重要蛋白給源

Ｂ 養　　　　蚕 蔵（桑）

エネルギー 火力発電，石油，薪炭，石炭，亜炭，天然ガス

塩 塩

鉱　　　　業 鉄鉱石，銅鉱，鉛鉱，亜鉛鉱，硫黄，硫化鉄鉱

Ｃ 其　　　他　　　資　　　源

（原注）石炭は北海道炭，九州炭は５，０００カロリー以上，常盤炭，西部炭は４，８００カロリー以上をＡ　ｒａｎｋとし ，
　　其他をＢ　ｒａｎｋとする 。

（注）「特定地域指定要請地選定の基本方針及び作業概要』，経済安定本部国土総合開発事務処，昭和２６年９月 ，２

　ぺ 一ジ 。

　「１－２生産力の基盤育成への寄与

　地域の立地的な特性によっ て， 治山治水の垣久的な対策樹立又は資源の高度

開発，合理的利用等が生産カの基盤の育成に大きく寄与することが予想される
　　　　２）
地域を選ぶ。」

　もとより ，資源の賦存地域や工業立地に関連させた地域以外でも，特殊な事

情による地域選定も可能にしている 。

　「国家的な要請への適合」もその一つであり ，それについては「計画の主導

目標が国民経済的な立場からみて経済発展の方向に対応し，その地域に〔おげ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０１）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
る一杉野〕開発と保全が国家的に要請されるものを選ぶ。」とされ，その他の基

準としては，開発効果の早期且つ高率である地域，計画実施効果の経済の循環

に速やかに反映する地域，基礎調査が進行している地域，たどという基準が定
　　　　　４）
められている 。

　ここでは，ｒ国家的要請」なるものの具体的た内容が明確ではないが，特定

地域の設定基準として，地域の潜在的資源の開発，生産力基盤の育成が最重要

視されていることからみれぱ，敗戦によっ て打撃を受げた目本独占資本が急速

に復活していくうえで緊急な諸条件を解決したげればならぬという要請であり ，

正しくそれは国家権力を動員しながら，再生産の隆路となっているエネルギー

資源を開発し，資本蓄積軌道を強力的に確立しようとするための計画策定であ

った 。

　次に，この特定地域にかんする地域選定の具体的な検討に移ることにしよう 。

　特定地域の第一次選定作業は経済安定本部でおこなわれるのであるが，その

際の検討素材になったのは，おそらく昭２６年６月６目に出された『総合開発地

域基礎調査』（経済安定本部国土総合開発事務処刊）であったと推測される。な畦

かといえぱ，このｒ基礎調査』の「作業目的」が「特定地域としての適格性を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
有すると認められる地域を選定する場合の基礎資料を整理すること」とされて

いるからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
　更に注意すべきことは，ｒ立地条件に関することは第二篇に於て整理する」

として，ここでは，たんに地域の電源や森林資源状況からの選定資料だげが出

されているに過ぎないということである。恐らく ，立地条件整備からの特定地

域選定も別資料から検討されたものと思われる 。

　さて，経済安定本部によるこの『総合開発地域基礎調査』では，北海道を除

く各都府県を１９２地区に分げ，各地区毎に開発目標を設定している。そして開

発目標にたいする各地域の評価を幾つかの項目毎にＡからＤまでのラソクづげ

を行っている。それらの項目を列挙すれば，「要土地改良分布率」，ｒ開墾適地

分布率」，「千拓適地分布率」，ｒ未開発林分布率」，「未開発包蔵水力分布率」 ，

ｒ山地荒廃度」，ｒ災害分布率」，ｒ人口増加圧力」であり ，それぞれについて既

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０２）
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存の改良率や密度が参考として言己されている。いま仮に，直接的な工業立地基

盤からの検討を抜きにして，これらの８項目についてなんらの加重性をもたせ

ず平等た開発因子としてとり扱い，かつＡを４点，以下一点ずつ減点してＤを

１点として，地区毎の評価度を算定して，評点８まての上位２９地区を挙げれは
，

次の表のようになる 。

　第五表　全国１９２地区におげる開発目標（Ａ－Ｄ）評価表（生産カ基盤条件を除く）

府県名 地　区　名

岩手　北上川上流南一部地区

青森　岩木川地区
岩手　北上川上流北部地区

岩手　三陸中部地区
青森　北奥羽地区
群馬　北毛地区
宮崎　　西部地区
鹿児島　大隅地区
静岡　　天竜地区
鹿児島　熊毛地区
千葉　　千葉地区
青森　　下北地区
岩手　　北奥羽地区
宮城　　県北地区
秋田　　県北地区

評点１府県名１地区名１評点
１５ 　，山梨　国中地区
１４　　佐賀　　佐賀平野地区

１４　宮崎　中央地区
１４　宮城　大崎地区
１２　新潟　蒲原地区
１２　大分　豊後水道地区
１２　秋田　庄内地区
１２　福島　若松地区
１１　福島　奥会津地区
１１　新潟　魚沼地区
１１　　 。長野　　１地区（佐久）

１０　岐阜　飛騨地区
１０　１静岡　大井地区
１０　島根　石東地区
１０

１０

１０

１０

９

９

９

８

８

８

８

８

８

８

８

（注）経済安定本部国土総合開発事務処『総合開発地域基礎調査』，（昭和２６年６月ユ６日）のｒ地区別目標覧表」（２０

　～２５ぺ一ジ）より ・Ａ；４点・Ｂ昌３点・Ｃ＝２点・Ｄ＝１点として杉野が作製した。なお，「要土地改良田分

　布率」でＥランクのものは，Ｏ点として評価した 。

　岩手県をはじめ，青森，宮崎，鹿児島などの地区が上位を占めるのは，「未

開発林分布率」が高いからである。平野部としては，ｒ千葉地区」と「佐賀平

野地区」とが含まれているが，この両地区はｒ干拓適地分布率」が高いからで

ある 。

　ところで電源開発という視点からだげに限って，これら１９２地区のうちの上

位地区をラソク別に摘出してみると，次のようになる 。

　開発目標の評価が８点以上の地区と未開発包蔵水力分布率のＣラソクまでの

地区をあげてみると１全く偶然にも２９地区ずつとなる。やや先走るきらいはあ

るが１これが２９地区のうち，ｒ特定地域」の第二次検討対象とた った３０地区に

　　　　　　　　　　　　　　（３０３）
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第末表　未開発包蔵水力分布率による上位２９地区

Ａラソク地区（＝７地区）

府県名　　地　区　名

福島　若松地区
福島　奥会津地区
群馬　北毛地区
岐阜　飛騨地区
静岡　天竜地区
滋賀　湖東地区
和歌山　　第四地区（＝熊野）

Ｂラソク地区（＝１１地区）

府県名　　地　区　名

岩手　北上川上流北部地区

新潟　魚沼地区
新潟　蒲原地区
山梨　国中地区
長野　Ｉ地区（：長野高井）

富山　中部地区

静岡　大井地区
愛知　北三河地区
三重　東紀州地区
福井　奥越地区
高知　西南地区
Ｃラソク地区（＝１１地区）

府県名　　地　区　名

岩手　北上川上流南部地区

山形　庄内地区
長野　Ｍ地区（＝松本安曇）

富山　東部地区
岐阜　中濃地区
岐阜　東濃地区
京都　南山城地区
島根　石東地区
徳　島　　吉野川中流地区

熊本　南部地区
鹿児島　熊毛地区

（注）出所は前表と同じ 。

入っ ているのは，前者で１８地区，後者で２１地区となっている。この点からも推

測できるように，「特定地域」の選定は，総合的な地域の開発を目標としたも

のではなく ，未開発包蔵水力分布率に重点を置いてなされ，そこでは電源開発

が主要な目標とされたと言ってよいであろう 。

　ちなみに，未開発包蔵水力分布率が高い地区で，「特定地域」に入らなか っ

た地区は福島県若松地区（８点），新潟県蒲原地区（９点），山梨県国中地区

（１０点），長野県Ｉ地区（長野市 ・高井郡＝７点），長野県Ｍ地区（松本 ・安曇

＝５点），福井県奥越地区（３点），高知県西南地区（６点），静岡県大井地区

（８点）の８地区である。しかし，この８地区のうち松本Ｍ地区，福井県奥越

地区，高知県西南地区の３地区は，昭和２６年１２月４目の「特定地域」の本指定

には含まれることになるのである 。

　経済安定本部において「特定地域」侯補地の選定第一次作業がおこなわれ ，

各省提出侯補地及ぴ府県要請の地域の中から３０地域が選定され，これを第二次

　　　　　　　　　　　　（３０４）
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検討対象地域とするのである。ところで，この３０地域のうち，第二次の検討作

業をするにあたっては，北上川地域を（大），（小）の二地域に分げ，北毛，鬼怒

川， 霞ケ浦の三地区が「利根川」の一地域となり ，さらに天竜川上流，同下流

の二地区が「天竜川」の一地域に，そして別個に「対馬」地域がつけ加えられ

て， 結局２９地域が検討対象地域にな っている 。

　たお，この地域選定にあたっては，京浜及ひ阪神地域は，「経済自立上重要

　　　　　　　　　　　　　　　　７）
資源開発による自給度向上を重視する」という理由で除外されていることに注

意しておかねぱたらない 。

　特定地域選定にあたって第二次検討作業の対象となった地域は次の第七表の

通りである 。

　第七表をみれぱわかるように，３０地域のうち，「川」と附された地域が実に

１２地域もあり ，主導目標とＬて検討されているものの中では，「電源開発」の

半数の１５地域にも達しているのである。これからも判るように，この特定地域

開発計画の内実も凡そ察せられようというものである。ちたみに，副次目標で

電源開発が検討されている地域は，７地域であり ，これを併せて考えると，電

源開発関連地域は，全部で２２地域，全体の７割にもなるのである 。

　次に，工業立地条件整備という視点からみれば，北上川（大）地域の工鉱業整

備， 仙塩の臨港都市周辺整備，富山の工業都市整備，錦川の工業地域再整備 ，

北九州の都市周辺整備，とな っている。こうした諸地域は既存の工業集積があ

る程度みられ，この工業立地条件の整備は，いわは，電源開発，石炭産業振興

のために必要た工業の育成が，地域産業連関という視点から策定されているも

のとみなしてよいであろう 。つまり ，電源開発をすすめるためには，セメソト

や鋼材といっ た諸資材が必要であるが，これらを生産するための工業立地基盤

の整備であったのである。その点では，国家投資の地域的波及効果を意図した

ものであろう 。もっとも，北九州地域は石炭，東北地方では，鉛や亜鉛とい っ

た非鉄資源の開発との関連を考えていることは明らかであろう 。

　さて，特定地域の侯補地として検討されているこれらの３０地域の多くが電源

開発に関連していることは，先にみておいたところであるが，その点について ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０５）



５６ 立命館経済学（第３４巻 ・第３号）

第七表 特定地域第二次検討作業対象地域一覧

検　　討　　作　　業　　目　表

域

北上川（大）

北上川（小）
仙　　　　　塩

仙　　　　北

阿仁　田　沢
最　　上　　川

只　　見　　川

利　　根　　川

天　　竜

東

富

能

木

琵

紀

熊

大

芸

出

錦

那

四

北

阿

球

上

南

大

熊

対

琶

の

野

雲隠

賀

国西

九

磨

目

宮

川

河

山

登

川

湖

川

川

山

北

岐

川

川

南

州

蘇

川

向

崎

隅

毛

馬

主　　導　　目　　標

国土保全，工鉱業整備

国土保全，農業，電源開発

臨港都市固定整備

国土保全，農業

河水統制（五川），林業，電源開発

農　　　　業
電源開発（福島県）
電源開発（新潟県）

副　　次　　目　　標

国土保全
北　　　　毛

鬼　　　　怒

霞　　ケ　浦

電源開発，林業

農業，水利
電源開発，工業都市整備，国土保全

農　　　　業
電源開発，農業

電源開発，工業用水，灌激，農業

灌激，電源開発

電源開発，林業，農業

農業，国土保全

林業，電源開発

河水統制
河水統制による工業地域再開発，鉱業

林業，電源開発

林業，水産業

都市周辺整備
農業，国土保全

河川の総合開発による電源開発

電源開発
災害防除，電源開発

災害防除，農業

電源開発
水産業，鉱業

農業，林業，電源開発

林　　　　業
農業，災害防除，水産

電力，地下資源

農　　　　業
亜炭，発電，林業

林業，交通（福島県）

河水統制，農業（新潟県）

農業，電源開発，林業

国土保全，農業
治山，治水（佐久間上流）

林　　　　業

農　　　　業
林業，水産業，交通（根幹事業）

国土保全，林業
名古屋四目市（関連施設）

工業，用　水
林　　　　業

工業都．市整備

林業，水産業
農　　　業（交）

農業，水産業
農林資源の開発，（交）国土保全

農　　　　業
災害防除，農業，電源開発
開発交通（根幹事業）

災害防除（鉱害）

林業，電源開発

農業，資源開発，林業

林業（工業開発，地下資源）

農業，林業
林　　　　業

林　　　　業

（原注）北上川（大）は大船渡地区を合む。

（注）『特定地域指定要請地選定の基本方針及び作業概要』，前出，８～９ぺ一ジ 。

（３０６）



　　　　　　　戦後期におげる日本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　５７

いま少し検討を深めてみることにしよう 。

　電源開発に関連するものである以上，　「未開発包蔵水力の分布」が当然のこ

ととして問題にな ってくる。これを等級区分別に，各地域を整理してみると次

の表のようにたる 。

第八表　未開発包蔵水力の分布状況

ラ　　　ソ　　　ク 地 域　　　　　　名

Ａ　（３９万ＫＷ以上）　　只見川（福島），只見川（新潟），利根川（北毛），天竜川，富山，木曽

　　　　　　　　　川，琵琶湖，熊野川
Ｂ　（２６万ＫＷ以上）　　東三河，四国西南

Ｃ　（２０万ＫＷ以上）　　北上川（大），北上川（小），球磨川，熊毛

Ｄ　（１０万ＫＷ以上）　　最上川，利根川（鬼怒），紀の川，芸北，那賀川，上目向，南宮崎

（注）『特定地域指定要請地選定の基本方針及び作業概要』，経済安定本部国土総合開発事務処，昭和２６年９月２２日 ，

　１９ぺ 一ジ 。

　　なお原資料は，ｒ総合開発地域基礎調査資料』である 。

　このように未開発包蔵水力の分布にかんする検討は，特定地域指定にかんす

る基本的な指標であ った。時期的には凡そ１年程遡るが，昭和２５年９月２０目に

経済安定本部資源調査会事務局から出された『国土綜合開発計画基礎資料』で

も， 第一に水資源に関する諸資料，第二に森林資源，第三に農地問題，第四に

電力と鉱工業に関する諸資料が採録されている 。しかも，この第一から第四ま

での諸資料がいずれも電源開発と関連したものであるとみなすことも出来るの

である 。

　まず，第一の資料は，自然的水資源に関するものであり ，そこではｒ自然の

急勾配を利用して水路式発電所が数多く建設されてきたのであるが，貯水池は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
極めて容量小さく又諸外国のような大貯水池は存在し得ない。」と述べられて

いる 。つまり ，目本の河川の状況を考えれは，大貯水池を造ることは不可能と

言っ ているようでもある 。

　この最初の水資源に関する資料は，電源開発そのものに関する資料であるか

ら問題はあるまい。次の森林資源に関する資料は，いわゆるダム建設にともな

って開発される森林資源および，森林保水能力の強化に関するものであり ，そ

こでは「電源開発は山奥に大貯水池を作ることが多いから電力と林業とを含め

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０７）



５８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第３号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
た綜合開発によっ てその開発の効果を一層高めることが出来るであろう 。」と

している。ここでは，大貯水池の建設が言われており ，先程の文早と矛盾する

ような内容になっている 。

　第三は農業用地問題となっており ，一見すれは，当時の国民が極めて困難な

状況に置かれていた食糧問題の解決に関連しているようである。しかし，ここ

では，タム建設に伴って生じる農業用水との競合関係を検討する素材としての

資料であるとも見たすことが出来るのである。また第四の鉱工業にかんする資

料も，「鉱工業の生産と電力との関係を中心にして各地方の電力特性を明らか
　　　　　　１０）
にしようとした」ものである 。

　このように見てくると，このｒ資料』の基本的な性格と全体的な内容とがほ

ぼ明確なかたちで浮き彫りになってくるのである 。

　これを端的に示したものが，当時の経済安定本部資源調査会副会長であ った

内田俊一氏による「序文」である 。

　「最近に至って電力，特に水力電気の開発が急務であるとの声が各方面で高

くなってきた。しかもそれが洪水防禦，灌混などと結合した所謂ＴＶＡ式の資

源綜合開発の形で論ぜられる場合が多い。思ふにこれは，わが国の遺利として

は水力が先ず第一に指を屈せられること，毎年の行事になった洪水災害，並び

に工業生産と輸送とがエネ ノレギー量と並進する事実，すべてこれらが　般の常
　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
識となってきたことを示すものである 。」

　さて，やや脇道にそれたが，特定地域開発計画の基本的内容が，電源開発で

あっ たということを確認したうえで，前記３０地域に対する第２次検討経過はど

のようにたったかみておこう 。ここでも注目すべき項目は，昭和３６年度におげ

る電力開発目標，そして昭和２６年から３５年にかげての総事業費である。これら

の項目について，上伎１０地域についてまとめたのが次の第九表である 。

　第九表をみれは判るように，総事業費で上位を占める地域は，電源開発目標

の大きた地域と関連していることが判る。電力開発目標で上位に位置している

にもかかわらず，総事業費で１０位までに入っていないのは，琵琶湖，熊毛，芸

北， 球磨川の諾地域である。これらについては，電力開発にかんする経済効果

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０８）



戦後期におげる目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）

　　　　第九表電源開発目標と総事業費

５９

電力開発目標（Ｍ二ＫＷ） １ 総事業費（百万円）

◎富 山 １， ０９０

◎富 山 １４３，１０４

　只 見 川（福島県） １， ０８２

＠只 見 川（福島県） １０３，２６８

＠熊 野 川 ８３３

＠北 九 州 ９７，７１４

＠　只　　見　　川　（新潟県） ６７６

＠木 曽 川 ８８，９３４

＠琵 琶 湖 ４００

＠只 見 川（新潟県） ７９，１０７

＠木 曽 川 ３９３

＠熊 野 川 ７０，３２８

¢熊 毛 ２８１

¢北上南部（大）
６７，３３０

ゆ天 竜 川 ２６８

＠北上南部（小）
４９ ，９８３

＠芸 北 ２０８

ゆ天 竜 川 ４９，８１６

＠球 磨川
１９６

＠仙 北 ３８，２６９

（注）『特定地域指定要請地選定の基本方針及び作業概要』，経済安定本部国土総合開発事務処，昭和２６年９月 ，１７

　・
１８ ・２７ ・３１ぺ一ジより作製。なお原表ではｒ電源開発目標」では，富山及び熊毛の数字単位が違っていたの

　で，杉野が訂正した 。

との関連が問題になったのではないかと思われる。また，総事業費て上位にあ

りたがら，電力開発目標が小さい地域は，北九州，北上南部（大），北上南部

（小），仙北であるが，これはおそらく北九州が，石炭，北上と仙北は国土保全 ，

農業開発，それから亜鉛，鉛といった鉱物資源の開発を意図したものであろう 。

いずれにせよ，工業立地に必要な原原料及びエネ ノレギー資源の確保が，植民地

を喪失し，かつ貿易が杜絶しているような状況のもとでは，目本独占資本の蓄

積拡大にとっ ては最大の課題であったのである 。

　ちたみに，その当時，即ち昭和２６年度における電力の過不足率の見込みにつ

いてみると，全国の供給量が２２，７８１万キ ロワヅト時であるのに対し，需要量は

２３，８３８百万キ ロワヅト時であるから，約１０億キ ロワヅト時の電力不足が見込ま

れていたのである 。

　これを地区別にみると，不足率の高い地区のＡラソクとしては九州（一１６．７

％），関東（一１４．９％），中国（一１３．３％），Ｂラソクとして四国（一６．１％），関西

（一３６％）とたっており ，また不足量の多い地区としては，関東（一１，４５０百万キ

ロワヅト時），九州（一１．０００１百万キ ロワヅト時），中国（一３１６５百万キ ロワヅト時） ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
関西（一２１９２百万キ ロワヅト時）の順になっている 。

　この電力需用ということに関してみれば，昭和２７年４月に国土総合開発事務

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０９）



６０　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第３号）

処は，『地域別電力需用想定（案）』を出し，そこでは昭和３１年度におげる想定

電力需用量を全国で，５２，２０８百万キ ロワヅト時とみなし，昭和２６年度の供給力

３４，６５６百万キ ロワット時と対比して１７，５５２百万キ ロワット時が不足するという
　　　　　　１３）
算定をしている 。

　昭和２６年度の時点では約１０億キ ロワット時の電力不足であ ったが，５年後の

昭和３１年度には，１７５億キ ロワット時の不足，実に１７倍以上もの電力不足とい

う事態が生じることを予想しているのである。そして昭和３１年度において電力

不足が最も激化するとみられる地域は関東の約５６億キ ロワット時であり ，これ

は全国の約三分の一にあたることに一たる。続いて中部，九州で，それぞれ約２３

億キ ロワット時の電力不足が予想されている 。昭和２６年度には，まだ電力供給

の余裕があった東北，中部北越，北海道でも昭和３１年度には電力不足が生じる

ことにたっている。つまり全国どの地域でも電力不足という塾態が生じること

にたるのである。そうした電力不足が生じる背景としては，それだげの電力を

必要とする生産力の発展が前提にたっているということ，つまり目本資太主義

の強力的かつ急速な発展政策が全国的に展開するということである 。

　そうした発展を阻害しないためにも，火力発電とあわせて巨大な水力発電所

の建設が必要とたり ，そのための河川等の開発がまさしく全国的規模で要請さ

れることになるのである。それも旧来のような小規模ダムではなく ，「将来の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
開発方式は貯水池により高利用率をもつ水力発電所」といわれるように，巨大

なダムの建設が必要なだげに，地域杜会に及ぼす影響も極めて大きなものが予

想されたのである 。

　とりわげても，治山治水問題をはじ。め，農業用水との競合や森林業者，河川

漁業者，水没地域住民，との経済的た葛藤はできるだけ回避する必要があった 。

かくして登場するのが，河川流域の総合開発を目的とする「多目的ダム」であ

った 。

　第二次検討を終えた後，昭和２６年１２月４目 ，前記３０地域から１９地域が指定さ

れるが，電源開発を目標とする地域は実に１３地域にも達しているのである。し

かも，この１３地域のうち芸北地域を除く１２地域はいずれも「農産開発」か「林

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１０）



　　　　　　　戦後期における目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　６１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
産開発」があわせて目標となっているのである 。

　電源開発という開発目標が含まれていない６地域は，最上地域，能登地域 ，

大山 ・出雲地域，北九州地域，阿蘇地域，対馬地域であるが，これらの地域が

電源開発と全く関係ないかといえぼ，必ずしもそうではないのである。例えば ，

国土総合開発泰務処は，最上地域について「最上川本流，鮭川，小国川，及び

銅山川における河川改修，多目的堰堤の築造……上記の多目的堰堤の築造に伴

う発電については，その経済効果は特に検討されねぱならない。」と述べてい
　　　　１６）
るのである 。

　また能登地域についても，河北潟干拓と電源開発とを関連させながら，「河

北潟干拓は，電源地帯の水源農家吸収とも考え併せより広汎な立場に立って計
　　　　　　　１７）
画する必要がある。」と述べている 。

　以上のことからみても，この特定地域開発計画のなかでは，電源開発か主要

目標になっていたということは，問違いないところであろう 。

　ところで，この特定地域開発計画が電源開発のみを目標とするものであ った

と規定することは誤りではないかと思う 。というのは，この特定地域開発計画

の中では，工（鉱）業立地条件の整備をも目標とする地域が６ヶ所も指定されて

いるからである。それらは北上地域，飛越地域，木曽地域，錦川地域，那賀川

地域，北九州地域である。北九州についてはともかく ，その他の地域について

は， 鉱工業立地条件との関連が明確ではないので，やや長くたるが・各地域に

ついてその点がどうたっているのか明らかにしておこう 。

　「北上地域。地域内の地下資源及び上記の電力等により ，主として臨海地区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ８）
に工業を振興するため必要な鉄道，道路，港湾等の整備を行う

。」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
　ｒ飛越地域，富山，高岡市を中心として港湾及び交通網を整備する

。」

　「木曽地域。名古屋市及ひ四目市市を中心として工業立地条件を整備する ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
之に伴って，必要な工業用水の確保につとめる

。」

　　ｒ錦川地域。多目的堰堤築造によっ て工業用水を確保し，岩国・徳山両地区
　　　　　　　　　　　　　　　２ユ）
におげる工業立地条件を整備する 。」

　　「那賀川地域。発生電力消化の見透しに照応して，下流部の臨海工業地帯の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１１）



６２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３４巻 ・第３号）

　　　　　　　　　　２２）
立地条件整備に努める 。」

　「北九州地域。用水の確保，港湾の改良，鉄道整備，道路網整備等を推進し ，
　　　　　　　　　　　　　２３）
工鉱業の立地条件を整備する 。」

　すでにみておいたように，この特定地域総合開発計画では，ｒ経済自立上重

要資源開発による自給度向上」という視点から京浜及び阪神工業地帯，それか

ら後にみるように北海道は検討対象地域から除外されていた。しかしながら ，

この点を割り引いてみても，北は釜石，大船渡からはじまっ て， 中部の富山 ，

高岡，名古屋，四目市，そして中四国の岩国，徳山，徳島，小松島，最後に北

九州といったように，わが剛こおげる主要た工業地域におげる立地条件の整備

ということが，この特定地域総合開発計画では明確に開発目標とされているの

である 。

　ここで・われわれとしては，軍用機を集中的に生産していた名古屋をはじめ ，

旧陸海軍燃料廠のあった四目市，岩国，徳山，旧陸軍造兵廠のあった北九州が

これらの工業立地条件整備地域に含まれていることに多大の注意を払っておか

ねばならないであろう 。

　このようにみてくると，特定地域総合開発計画では，一方で電源開発を主導

的に行いたがらも，既存の工業地帯及びその周辺地域では，立地条件の整備が

推し進められようとしていたことが判るであろう
。

　従って，この特定地域総合開発計画に関して，「北九州をのぞいては，工業

立地条件の整備という開発目標は事実上付随的かつ彩式的たものにすぎたか っ
２４）

た」という見解については，それたりの説得性をもつとはいえ，もう少し慎重

に検討してみる必要があるのではたいかと思われるのである
。

　　 １）　『特定地域指定要請地選定の基本方針及ぴ作業概要』，昭和２６年，経済安定本

　　　部国土総合開発事務処，１べ一ソ 。

　　２）　同前。

　　３）　同前。

　　４）　同上，１～２ぺ一ジ 。

　　 ５）『総合開発地域基礎調査』，経済安定本部国土総合開発事務処，昭和２６年６月 ，

　　　１ぺ一ジ 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１２）
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　　　　戦後期におげる目本資本主義と生産力基盤問題（上）（杉野）　　　　　　６３

　同前 。

　『特定地域指定要請地選定の基本方針及び作業概要』，前出，８ぺ一ジ 。

　『国土綜合開発計画基礎資料』，経済安定本部資源調査会率務局，昭和２５年９

月２０目，１ぺ一ジ 。

　同上，５べ一ジ 。

　同上，８ぺ一ジ 。

　同上，ｒ序文」より 。たお，このｒ資料』は和文と併せて英文でも書かれてい

る。 これは占領下におげる目本資本主義とアメリカとの関係を想起させる 。

　『特定地域指定要請地選定の基本方針及ぴ作業概要』，前出，２２ぺ一ソ 。

　『地域別電力需用想定（案）』，国土綜合開発事務処，昭和２７年，８ぺ 一ソ 。

　同前 。

　『特定地域の開発目標及び開発計画立案上の間題点について』，経済安定本部

国土総合開発事務処，昭和２７年４月１２目 ，２９ぺ一ジ 。

　同上，２～３ぺ一ジ 。

　同上，１０ぺ一ジ 。

　同上，４べ一ジ 。

　同上，９べ一ジ 。

　同上，１２べ一ジ 。

　同上，１８ぺ一ジ 。

　同上，１９ぺ 一ジ 。

　同上，２２ぺ一ジ 。

　川島哲郎ｒ高度成長期の地域開発政策」，『講座目本資本主義発達史論』，第Ｖ

巻， 昭和４４年，３１５ぺ一ジ
。

第四節 都府県総合開発計画

　昭和２６年段階において，前述の特定地域総合開発計画と並んで策定されてい

たのは，各都府県におげる総合開発計画である。それぞれの都府県が独自的に一

総合開発計画を策定する限りにおいては，地域におげる経済的特殊性や地域的

民主主義を踏まえた地方自治的性格をもつことが可能である。しかしながら ，

資本主義としての杜会体制が危機的状況にあるときには，こうした特殊性や自

治的性格がそのまま認められることは少なくたる。というよりも，むしろそう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ユ３）
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した性格は抑圧されるか，全国に画一化される方向で策定されるようになる 。

即ち，都府県の計画といえとも，独占資本の蓄積論理からみて，計画内容が不

備たいし不十分の場合には，それ相応の修正が国家権力をつうじて要請される

からである。都府県の開発計画に地方自治的性格がそのまま残されるとすれぱ，

それは独占資本の蓄積論理に概ね照応している場合であろう 。地方自治的性格

というものは，必ずしも反独占という立場と同じではないからである 。

　また反独占の立場にたつ革新的地方公共団体のもとでは，一定の枠のなかで ，

この独占資本の蓄積論理と対決することが可能である。従って，その場合には

国家が策定する諸政策と地方公共団体の実施計画との矛盾，あるいは全国計画

と都府県計画との矛盾が生じることになる。この矛盾を解決するのは，いうま

でもなく両者の力関係である。とすれぱ，独占資本は国家権力としての官僚機

構等を動員しながら，都府県における独自的計画に対して一定の修正を直接加

えるか，あるいは行財政指導をつうじて修正を迫る，或いは強制するという措

置を講ずるのである。もっとも端的に言えば，こうした全国計画と都府県計画

との矛盾が生じ。ないように，都府県が計画策定を行うにあた って，予め行政的

指導を行うことが必要になってくるのである 。

　戦後目本資本主義におげる資本蓄積上の隆路は，電力を中心とするエ子ノレギ

ー資源の不足，鉄鋼，石炭その他原料資源の不足，海陸運輸手段の老朽化など

であ った。また，幾つかの地域では，港湾をはじめとする地域的産業基盤の整

備が重要視されていた。目本独占資本の蓄積論理というよりも，むしろアメリ

カ帝国主義の極東におげる支配戦略に基づきながら経済安定本部は特定地域総

合計画を進めつつあ ったが，この全国計画と各都府県の開発計画を如何に一致

させるかという課題があった。判り易く言えぱ，それぞれの都府県の総合開発

計画において，こうした米目独占資本の蓄積論理が都合よく反映されているか

どうかであ った 。

　経済審議庁計画部によっ て， 昭和２６年度の都府県中間報告書が検討されたの

ち， 『都府県総合開発計画素案』が作成された。その作成の目的は，次のよう

なものであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１４）
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　　　「県別の計画内容を詳細に検討するに先立って，先ずその出発点となるべき基礎的

　な立案方針についての各都府県における考え方或いは扱い方の統一を計る事が必要で

　あると考えたからである。……本案は素案であるので，地方に於て更に検討が加えら

　れることを期待するものであるが，それが行われ補正された上に於ては，地方に於け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）　る都府県計画の策定に当っての基準となることを目標にしている 。」

　計画策定の扱い方について，全国的な統一方式を考えることは必要である
。

しかし・計画の考え方については，全国画一的にする必要は全くない。各地方，

各地域の特殊性におうじて，また計画策定の当事者による独自的な開発論理に

基づいて行えぽよいからである。「考え方の統一」というところに，問題の焦

点があったのである。だから，この『素案』の作成内容についても，当然予期

されることではあるが，「開発の構想や開発の主目標については必ずしも県の

考え方をそのままは採用Ｌてたく ，むしろ全国的な観点がより多く入っている
　　　　　　　２）
ものと言えよう。」というものであ った 。

　更に，この都府県計画と特定地域計画との関連づげについては，次のように

説明されている 。

　　　ｒ本質的には　　県計画の方が広義であり ，特定地域計画は狭義たものと言える 。

　従って特定地域の計画も都府県計画の一部となすものである。ただ特定地域計副こお
　いては・その内容が一定の事業を中心に集中的に組み立てられることと，その事業に
　対する国家的な要請が大きい点が特質であり ，従って，その立案の過程に於ては都府

　県計画の構想が充分反映させなけれぽならないが，それが一つの国家的た計画として

　決定されると都府県計画を方向づけるキーストウソとしての機能をもつことになるわ
　　　　３）
　げである 。」

　簡単にいえば，計画内容からすれば，特定地域計画は都府県計画のなかに含

まれるが，この特定地域計画は国家的要請の強い，つまり独占資本の要請の強

い事業計画として策定されたものであるから，都府県計画はこの特定地域計画

にそって作成されなげればたらないということなのである。つまり ，国家権力

による都府県計画策定にあたっての統一基準の設定と全国的視点からの補正と

いう二つの点が明確な形でしめされているのである。もとより ，計画策定技術

自体としてみれは，各都府県計画を策定するにあたっての基準設定や全国計画

あるいは全国的視点からみて各都府県計画を補正たいし調整するということは
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１５）
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必要不可欠なことである。しかしながら，資本制生産様式のもとでは・とりわ

げ国家独占資本主義のもとでは，その基準設定や都府県計画の補正が，独占資

本の蓄積論理にもとつく国家権力によっ て行われるという点に問題がある。そ

のことが，都府県計画策定にあたっての，全国と各都府県との矛盾，つまり ，

中央巨大独占資本と地方資本との対立，独占資本と労働者階級 ・農漁民との対

立を惹起させるのである 。

　ところで，都府県計画をも含む国家政策としての地域開発は，こうした独占

対非独占という資本問の経済的矛盾関係を内包しながらも，これらの諾資本に

とっ ては，共通の利益，もしくは利益をあげる基盤とたりうるという点で一致

しうるのである。その限りでは，都府県計画においても，先にみた特定地域総

合開発計画とはほ同じ内容になるのは，諾計画の調整という技術的た問題もさ

ることたがら，当時におげる政治経済的背景からみて一定の必要性をもたざる

をえたかった。つまり ，この時期におげる目本資本主義が当面している蓄積問

題の解決策こそが，計画の中心的内容でなくてはならなかったのである。即ち

目本資本主義の再生産軌道の拡大とそのための生産力基盤の隆路打開ジ具体的

には，主として四大工業地帯に集積した独占資本の生産拡大と蓄積基盤の強化

のためになされる「工業用水の確保，港湾の改良，鉄道および道路網の整備」

たどの工業立地条件の整備と電力，石炭などの原料及びエネ ノレギー資源という

拡大再生産要因の開発が，昭和２６年の段階では至上命令とされたのである 。

　以上のことを踏まえて，われわれが『都府県総合開発計画』を検討する場合

には，次の点に留意したいと思う 。その第一点は，さきにみた特定地域の指定

から外されていた京浜および阪神地方，あわせて特定地域の指定をうげた中京 ・

北九州におげる工業立地条件の整備がどの程度計画目標とされているか・そし

て第二に，特定地域総合開発計画での主要目標とされた電源開発が都府県総合

開発計画でどう敢り扱われているか，それから第三に，それらの問題とあわせ

て， この都府県総合開発計画の独自的な開発目標は何かということである・以

下， これらの三点について順次的に検討をしていきたい 。

　まず，全国の都道府県の開発目標がどうなっているのかを整理しながらみて

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１６）
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おこう。次の第十表は，『都府県総合開発計画素案』に掲載されていた「各県

開発主目標一覧図」より作成したものである 。

　　　　　　　　　　　　　第十表　各県開発主目標一覧表

開発目標

工業振輿

電源開発

鉱業振興

農産開発

林産開発

水産開発

観光整備

災害防除

都　　　道　　　府　　　県　　　名

北海道，福島，新潟，千葉，＿東京，神奈川，静岡，富山，愛知，三重，大阪，兵庫 ，
岡山，広島，山口，愛媛，福岡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７）

講； 蟻； 擬； 騒鰯；蘇；轟 静風富叫臓福井滋賀ヒ２秤
北海遣，福島，福岡，佐賀，長崎 （５）

北海道，青森，秋田，山移，岩手，宮城，福島，新潟，茨城，栃木，千葉，埼玉，長
野， 山梨，静岡，宮山，石川，福井，愛知，三重，滋賀，京都，奈良，和歌山，兵庫，
鳥取，島根，岡山，広島，香川，福岡，佐賀，熊本，大分，鹿児島　　　　（３５）

韮海道，秋田，福島，栃木，群馬，長野，山梨，静岡，岐阜，奈良，和歌山，徳島，
局知，宮崎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４）

北海道，宮城，長崎 （３）

栃木，神奈川，静岡，京都，奈良，大分 （６）

山形，岩手，宮城，茨城，栃木，群馬，埼玉，長野，富山，山口，愛媛，高知，宮崎，
鹿児島　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４）

　ｒ都府県総合開発計画素案」経済審議庁計画本部，昭和２６年，「各県開発主目標一覧図」（１９ぺ一ジ）より杉野が
　作成 。

　第十表をみると，農産開発を主目標とする県が３５で圧倒的に多く ，敗戦後の

食糧危機を如実に反映して農産物増産計画が全国的に展開されていることが判

る。 もっとも，東京や大阪がここに入っていないのは理解できるが群馬，山口 ，

高知，徳島，愛媛，宮崎カミなぜ合まれていないのかという点については疑問が

残るところである。続いて，各県の主目標で大きた数字をしめるのは電源開発

である。ここでは２０の県が挙げられているが，熊野川をもつ二重あるいは和歌

山が入っていないのが間題となろう 。それと同時に，特定地域として指定され

ていない青森，福井，岡山，島根でも電源開発を目標とされていることに注目

しておく必要がある。それに続いて多いのは，工業振興である。この工業振興

をあげているのは，既存工業地域の殆んと全てであり ，都道府県計画ではあ っ

ても，ｒ工業振興を通じて輸出の拡大」という経済復興の一つの路線が流れて

いたことが判る。また災害復旧という開発目標を設定している県が１４もあり ，

戦後に連続して来襲した台風が相当大きな被害を各地で与えたことが判る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１７）
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　さて，『都府県総合開発計画案』の全体的な検討はこの程度にとどめて，先

にわれわれが設定した課題の検討に入っていくことにしよう 。

　まず第一に，特定地域開発計画からはずされていた京浜や阪神工業地帯にお

げる工業立地条件の設備がとのようになっているかという間題について，各都

府県について順次みていきたい 。

　工業振興を開発の主目標にしている東京都については，次のような問題点が

指摘されている 。

　ｒ市街地の計画については直接には首都建設委員会が立案しているので，そ

れとその範囲外の事項との関連をつげることが国土総合開発の立場から問題に

　　　　　　　　　４）
なっ てくるであろう 。」とし，また東京都の区部地区の特性と開発の構想では ，

「都市的機能をより合理的に発揮せしめるように市街地の土地利用につき地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
性を決めて施設の整備を図って行くことが必要である。」と述べているだけで ，

東京都の工業開発については全くと言ってよいはと言及されていないのである 。

　次に，京浜工業地帯のうち重工業が集中している神奈川県についてみておこ

う。

　神奈川県の主目標は，工業振興が第一にあげられている。ところで，横浜 ，

川崎などの工業地帯は，神奈川県の東都地区に位置しており ，この東都地区の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
根幹事業は，「京浜工業地帯の整備（港湾，工業用水たど）」となっており ，また

地区の特性と開発の構想では，「東京区都に連続する川崎，横浜市などは臨海

工業地帯を形成しており ，横浜港は貿易港として優位にある。戦争被害も甚大

であったが枢要な工業地帯であるので生産力を増大せしめるように立地条件を

整備することが必要であり ，それには京浜地帯としての一体的な計画が遂行さ
　　　　　　　７）
れねばならない。」と述べられている 。

　神奈川県では，東京都とは違って，工業立地条件の整備ということが明確に

言われている。しかし，「京浜地帯としての一体的な計画」ということがここ

で重視されている以上，東思都においても工業立地条件の整備が同時に行なわ

れるようた計画内容になっているとみ狂してよいであろう 。

　さらに京浜工業地帯の，発展方向と目されている千葉県はどうなっているで

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１８）
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あろうか。千葉県もまた工業振興を主目標としているが，それは東京都と地理

的に近接し，交通体系からもきわめて密接な関連を有する京葉地区において設

定されている目標である。この京葉地区の根幹事業は「千葉市周辺工業地帯の
　　　　　　　　　　　　８）
整備（工業用水，港湾，道路）」とされ，この地区の特性と開発の構想は次のよう

にた っている 。

　　　「東京都に隣接し東京湾に面していて産業立地上の有利性をもっ ているが，市川 ，

　松戸などは都に接続しておりその一部ともみられる関係にある。従来は食品工業が行

　われていた程度であったが，千葉市を中心として近代工業が興りつつあり ，工業地帯

　のセソターとしての立場を確立していくことが重要である。このためには，工業立地

　条件の整備を図ることに努めるべきであり ，工業用水や輸送特に港湾について考えて
　　　　　　　　　　　　　　　　９）
　いくと共に電力の対策も必要である 。」

　千葉県の京葉地区では，神奈川県以上に工業立地条件の整傭ということが強

く最前面に出されている。また，そこでの問題点も，昭和２６年の「川崎製鉄所

の立地が実現したのであるから，それを転機として工業の立地条件を整傭して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ０）
将来の発展に備えることが必要であろう。」とまで具体的に指示されているの

である。このように見てくると，京葉地区におげる工業立地条件の整備は，全

国的な視野から問題にされていると言ってよいであろう 。

　続いて阪神工業地帯の府県計画が工業開発との関連でどのように設定されよ

うとしているかみておこう 。

　まず大阪府についてであるが，工業振興という主目標に対応する根幹事業は ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユユ）
「工業地帯の整備（海岸保全，大阪港，工業用水など）」とな っている。さらに問

題点としては，「阪神工業地帯としての工業の間題は，国家的にとりあげる重

要性があるが，今後の発展動向については，直ちに南部に移行するともいえな

いと思われるので，更に慎重に検討されるべきであり ，先ず現状の不傭点に対
　　　　　　　　　　　１２）
する整備が急務となろう 。」としている 。つまり ，「立地地帯の施設条件は必ず

しも工業生産や住民の生活に有利であるとはいえない。特に大阪市は淀川の河

ロテノレタ地帯に多くの工場が立地しているので，生産基盤に対する欠陥が種々

あり ，当面の重要課題としては，地盤沈下による高潮対策や工業用水の間題及
　　　　　　　　　ユ３）
び大阪港の改修など」であるとされているのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ユ９）
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　大阪府についてみる限り ，千葉県の京葉地区でのような積極的な工業立地条

件の整傭政策を打ち出すような姿勢は感じられない。換言すれぱ，消極的な工

業立地条件の整傭ということが大阪府では言われているのであ って，そこには

古くからの工業地帯がもっ ている生産力基盤の老朽化，陳腐化による資本蓄積

条件の悪化にどう対応するかという苦悩が現れているといえよう 。

　ところで，阪神工業地帯ても，重工業地区としてその一翼を担っている兵庫

県の開発計画は工業振興の点からみるとどのようにたっているであろうか 。

　兵庫県でも，工業振興は開発の主目標とされており ，「工業用水や電力の確
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ４）
保なと工業地帯の立地条件を整備していくことが重要」といわれる一方，「尼

崎市周辺の地盤沈下による高潮対策をはじめとして，風水害の防除たど工業生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ５）
産の基盤を安定させる施設を行うことが重要である。」とも述べられている 。

　ここでも，阪神工業地帯のもっ ている工業立地条件の悪化に対する保全策が

重点的に考えられているようである。兵庫県では，播磨工業地帯が阪神工業地

帯の延長たのか，それとも独自的な工業地域を彩成しているのかという位置づ

けの間題が残っているが，その問題はともかくとして，ここでも工業立地条件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
の整備，とりわげ「工業用水」の確保がいわれているのである 。

　このようにみてくると，京浜及び豚神という二つの工業地帯では・等しく

「工業立地条件の整傭」といわれながらも，その整備内容はかなり差異のある

ことが判る。つまり ，阪神工業地帯や神奈川県では，どちらかといえば，悪化

しつつある旧来の立地条件を保全し整備するといった性格の開発目標であるの

に， 京葉地区では，川鉄の進出などを契機とした新規の工業地帯の造成とそれ

に伴う積極的た工業立地条件の整備といった性格が強いのである。何故にこの

ような政策の差異か生じてきたのてあろうか。この点は，最後に残すとして ，

わが国の四大工業地帯の一つである愛知県における工業振興についても念のた

めに一瞥しておこう 。

　　「名古屋市及び一宮，半田市などの周辺都市では紡績業を中心として工業地

帯が移成されており ，二重県の四目巾市をもその関連地帯に含んでいるが，な

お港湾をはじめ輸送施設の整備や知多半島諾都市の工業用水を農業用水と共に

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２０）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ７）
確保することなど立地上不備な施設を充実する必要がある 。」

　中京工業地帯にかんするこの文章の内容は，　「交通網の整備」とあわせて考

えると，京葉地区における工業立地条件の新窺整備計画に近いものであること

が判る 。

　さらに，既に「特定地域」に指定が予定されている北九州工業地帯について

みると，この地区はｒ臨海工業地帯では都市整備も付随して，工業用水の確保

や港湾，鉄道，道路など交通施設の整備に迫られており ，また電力の不足につ
　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
いても対策が考えられねぼならたい。」とされている 。

　北九州工業地帯カミ筑豊の産炭地と深い関連のもとで発達してきたことは云う

までもないが，他の工業地帯に比へても，その立地条件の劣悪阯による蓄積上

の隆賂は極めて深刻なものがあり ，そのことが，いわぱ産次地振興という点と

絡みあって「特定地域」に指定されるようになっていたと考えられるのである 。

念のために付け加えておくと，　「特定地域」としての「発展性」という観点か

ら言えぼ，この北九州地区の評価は，発贋性のない「Ｄ」という位置づげが与

えられていたのである 。

　昭和２５年から同２６年にかけての時期において工業立地政策として展開された

のは，特定地域総合開発計画であり ，その内容は電源開発を中心とするもので

あっ た。 いうなれは，それは独占資本の蓄積論理をふまえた国家的要請として

の生産力基盤の整備であ った。また独占資本が生産力基盤の整備を強く要請し

たのは，北九州工業地帯であ った。そのことは，特定地域が電源開発を中心と

したにもかかわらず，北九州工業地帯が含まれていたことでも判るであろう 。

勿論，既存の四大工業地帯で，生産力基盤の整備を要請されたのは北九州だげ

ではなか った。中京工業地帯や周南地域でも生産力基盤の整備か要請されてい

る。 しかし，それらは各都府県総合開発計画を通じて具体的に政策化されてい

く状況にあったのではないかと思われるのである。即ち，具体的な地域に立地

している個別独占資本にとっ ては，その生産力基盤の整備も具俸的な内容のも

のとして政策化されるからである。そのような意味からすれぼ，この『都府県

総合開発計画素案』の中で，四大工業地帯に属する東京，神奈川，千葉，大阪 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２１）
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兵庫，愛知，福岡といった諸都府県が，いずれも主要開発目標にｒ工業振興」

を掲げ，独占資本にとって蓄積上の隆路となっている工業立地条件の整備拡充

を意図していたのである。しかも，その内容は，積極的か消極的かの差異はあ

れ， 港湾，交通条件の整備とあわせて，電力，および工業用水の確保という独

占資本の蓄積論理は明確な移で浮き彫りにされているのである。かくして間題

は， 特定地域総合開発計画や都府県総合開発計画にあらわされた独占資本の蓄

積論理が，それ以降の時期においてどのように展開してい ったかということに

たるのである 。
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